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序章 調査の背景・目的 

 

(1) 目的 

平成1 7年3月24日に東北地方交通審議会から「東北地方における望ましい交通の

あり方及び観光振興戦略について（以下「平成17年答申」という。）」と題して、

概ね2015年（ 平成2 7年） を年次目標とする東北6県の交通・観光に関する中長期

的なビジョンが答申され、少子高齢化、人口減少、マイカー社会の進展といった社

会の構造変化の中で、東北地方の活力を引き続き維持していくための課題及び課題

解決のために、交通・観光に携わる官民の関係者が連携し取り組むべき指針が示さ

れている。 

平成17年答申に示された政策目標の実現に向けては、ＰＤＳ（Plan・Do・See）

マネジメント手法を用い、適宜各地域における施策の進捗状況やその効果検証、さ

らに検証結果を踏まえて施策の方向性や具体的な内容の見直しといったフォロー

アップを実施していくこととなっている。 

また、平成22年3月23日の東北地方交通審議会において、平成17年答申に記載の

施策のうち、重点的に実施すべき施策について、答申期間の後半期において取り組

むプログラムを「東北交通アクションプラン」）として策定し、本アクションプラ

ンを毎年フォローアップ（改定を含む）してきたところである。 

本調査においては、目標年次の2015年（平成27年）が経過したことから、東北地

方における交通に関する現況の把握及び平成17年答申等に示された施策の進捗状

況分析・評価し、総括的なフォローアップを実施するとともに、フォローアップ結

果を踏まえ、今後の東北における交通施策に関する今後の方向性等についての検討

及び提案を行う。 
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(2) 業務フロー 

本業務の業務フローは、次に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 序-1 業務フロー 

第１編 東北地方交通審議会答申「東北地方における望ましい交通

のあり方」に関するフォローアップ報告 

(1)東北地方における交通に関する現況調査 

(2)平成 17 年答申に示された施策及び東北公共交通

アクションプランの進捗状況の把握 
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第１編 東北地方交通審議会答申「東北地方における望ま

しい交通のあり方」に関するフォローアップ報告 

 

 

平成 17 年 3 月に開催した第８回東北地方交通審議会より答申された「東北地方にお

ける望ましい交通のあり方」、及び、平成 22 年 3 月の第 13 回東北地方交通審議会に

おいて策定された「東北交通アクションプラン」に関して、東北地方における現況等

を把握しながら、17 年答申及びアクションプランに位置づけられた施策の進捗状況を

整理した。 

具体的には下記に示す項目に従いフォローアップを実施した上で、平成 28 年 11 月

に開催された第 19回東北地方交通審議会に、フォローアップ結果として取りまとめ報

告した（報告資料については、P1-2 以降に整理）。 

 

 

(1) 東北地方における交通の現況調査 

東北の交通に関する状況の変化を捉えるため、過去の東北地方交通審議会の資料の

うち、現況整理の部分を最新の内容に更新するとともに、東北地方の交通をとりまく

新たな交通課題等を把握するため、各種統計データに基づき資料を収集整理した。 

なお、整理結果については、「(5)参考資料 検討経過資料」に取りまとめた。 

 

 

(2) 平成１７年答申に示された施策及び東北公共交通アクションプランの進

捗状況の把握 

平成 17 年答申について、過年度に設定した目標毎のアウトカム指標等を用い、施策

の進捗状況について評価するとともに、アクションプランについて同様に位置づけら

れているモニタリング指標の状況を把握・評価した。 

これらの結果に基づき、東北地方における施策の進捗状況と今後の交通施策の推進

を図っていく上での課題等を検討し、フォローアップ結果として取りまとめた。 

取りまとめ資料については、P1-2 以降に整理している。 
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(3) 東北地方交通審議会答申「東北地方における望ましい交通のあり方」に関

するフォローアップ結果 

 

 

 

 

 

 



「東北地方における望ましい交通のあり方」（１７年答申） 「東北公共交通アクションプラン」

1

東北地方交通審議会答申

「東北地方における望ましい交通のあり方」に関するフォローアップ報告（概要）

1

① 地域間・都市間交流を促進する広域的な公共交通の整備と活用

• 平成２２年の東北新幹線延伸をはじめとして、整備

新幹線や仙台空港アクセス鉄道といった広域流動
を支える公共交通基盤が着実に整備

• また、既存の交通基盤を含め、これらの基盤を活

用した二次交通網の整備や利用促進方策、情報発
信等が各地で展開

② 快適で活力を生み出す「都市交通の整備・改善」

• 平成２７年の仙台市地下鉄東西線開業や東北各地

での新駅設置等、都市内移動を支える公共交通基盤
が着実に整備

• また、行政支援の活用や事業者の努力等により、バ

ス利用環境の改善や都市交通におけるタクシーの活
用、交通結節点の改善、ＩＣカードをはじめとした新
サービスの導入、バリアフリー化等が推進

③ 安心して暮らし続けられる地域づくりのための「地域の足」の確保

④ 「環境に優しい」交通体系の整備

• 車両の低公害化の推進や、モーダルシフトの推進、ノーマイカーデーの実施等、
物流・旅客流動の両面から、環境に優しい交通体系の取組が展開

• 国からの補助や支援の活用により、東北各市町村において地域公共交通の維
持・確保に関する計画が策定され、地域の実情に応じた取組が推進

• また、厳しい経営環境の中での地方鉄道の改善に向けた官民が連携した取組

や、バス路線網の再編、デマンド型乗合タクシーをはじめとした新たな交通手段
の導入が推進

政策推進部会では、「東北地方における望ましい交通のあり方」の目標年次の2015年（平成２７年）が経過したことから、東北地方における交通に関する現況の把握
及び１７年答申等に示された施策の進捗状況を分析・評価し、総括的なフォローアップを実施し、今後の東北における交通施策に関する方向性等について検討して
いくための基礎資料として、本報告をとりまとめた。

• アクションプランに位置づ

けられた重点的に取り組む
べき各施策については、行
政からの支援を活用しなが
ら、地域の実情に応じた取
組が推進

①合併自治体における交通体系の構築
②複数市町村にまたがる生活圏に対応した

交通体系の構築
③まちづくりと連携した交通体系の構築
④交通モード間・事業者間の連携・協働
⑤住民との協働による公共交通の活性化・再生
⑥高速交通手段を活用した交通体系の構築
⑦東北地方の特性に対応した交通体系の構築
⑧災害に強い安全で安心な交通体系
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※

年度末

• 震災後まで減少傾向が続いていた

ものの、平成２４年度末及び２５年度
末では増加に転じ、アクションプラン
策定時点を上回った。

■指標１「東北地方における人口１人
あたりの公共交通利用回数」

• 地域公共交通の維持・確保の必要性に
対する意識が深まったことを受け、各地
での取組が進められ、計画策定件数が
平成２５年度末時点で５５件に達した。

（※法律改正を受け、新たな法定計画と位
置づけられた「地域公共交通網形成計
画」については、平成２７年度末時点で２
２件策定）

■指標２「東北地方における地域公共
交通総合連携計画策定件数」

■施策の実現状況

１ 東北地方の交通をとりまく厳しい局面

■今後の交通施策に向けて

① さらなる人口減少・地域の低密化の進展

• 平成７年以降一貫して人口が減少し、都市部を除き低密度な地域が広がる
• 近年でも低密度な地域ほど人口減少が進み、公共交通の維持・確保がます
ます厳しい

② 交通に関わる人材の不足
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• バスやタクシー、トラック、船舶等の運転者・乗務員・船員数が不足
• 自治体職員や地域公共交通のアドバイザーの不足も叫ばれ、交通の維持・
確保への体制整備が困難

③ 自然災害の頻発

• 東日本大震災では甚大な被害をもたら

し、現在でも代替交通手段により運行せ
ざるを得ない状況の路線もある

• 地震災害に限らず、豪雨・豪雪災害も頻

発する傾向が高まっており、鉄道路線の
廃止や未だ復旧の目処が立っていない
路線など、自然災害の発生が利用者数
の少ない地域交通の維持・確保に大きく
影響を与えている

④ 経済情勢変化の影響

単位：人/ 

ﾒｯｼｭ別人口（人） 増減率：（H22－H17）／H17

H22 H17

～250 1,549,341 1,696,379

250～500 1,050,559 1,107,625

500～1,000 1,072,469 1,105,848

1,000～2,500 1,793,209 1,811,205

2,500～ 3,790,702 3,824,655

６ 県 合 計 9,256,280 9,545,712

-9%
-5%

-3%
-1%
-1%

-3%

-10%-8%-6%-4%-2%0%

• 平成２０年のリーマンショックに

よる世界経済の低迷や、外国為
替相場の変動に応じた物価の上
下等、交通需要の増減に影響

• 公共交通の運行に必要となる

原油価格も大きく変動し、燃料費
高騰による離島航路の存廃問題
の発生等影響をきたしている

■平成２２年の人口密度と
鉄道・バスネットワーク

■平成１７年～２２年の人口増減状況 ■職業別有効求人倍率（パートタイムを除く常用）の推移

■東日本大震災による鉄道施設等の被害 ■燃料費（軽油店頭小売価格：東北）の推移

80.0 
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140.0 

160.0 

180.0 

軽油店頭小売価格（税込：円/リットル）

（資料）経済産業省「石油製品価格調査」

（資料）国土交通省（資料）各年「国勢調査」

東北地方の交通をとりまく情勢は答申当時と比較して大きく変化。
以下に示すような課題に直面している状況をかんがみ、答申当時よりも一層、厳しい状況を踏まえた対応が求められる。

施策の実現状況のフォローアップの結果、各地で施策・取組が展開されたことを確認。一方で、必ずしも東北地方全域で展開されていない。
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３ 自治体・事業者の創意工夫

■地域公共交通の維持・確保に対する多様な連携の主な視点

○まちづくりと交通の連携

○旅客交通と物流の連携

○交通事業者間や多様な関係主体間の連携

○福祉をはじめ、交通施策以外との連携

２ 制度・法律の変化による新たな展望

■今後の交通施策に向けて（つづき）

① 交通政策基本法制定（H25）・
交通政策基本計画の閣議決定・実行

• 交通施策の推進に当たっての基本理念や
国の責務等

• 交通政策基本計画における基本的方針
• A．豊かな国民生活に資する使いやすい
交通の実現

• B．成長と繁栄の基盤となる国際・地域間
の旅客・物流ネットワークの構築

• C．持続可能で安心・安全な交通に向けた
基盤づくり

3

■おわりに

１７年答申及びアクションプランは、関係主体の努力のもと、位置づけられた施策が各地で施策・取組が展開されたことを確認。
今後の東北地方において、さらなる情勢変化が予想される中で、交通が地域の持続的発展において果たすべき役割は大きく、取組の継続は不可欠。

時代に即応し効果的に取組を推進していくに当たっては、本報告で得た施策の経験や成果等を有効に活用することが重要。
一方、公共交通の維持・確保に対する地方公共団体等の抱える問題とその対応状況等、より詳細な情報収集、分析を進めていくことが求められる。

地域の実情に応じてなされた創意工夫を踏まえつつ、東北地方全体に交通の重要性の認識と施策に関する取組を推進する。
引き続き、検討を進めていくことが求められる。

② 道路運送法の一部改正（H18）

• 乗合旅客の運送に係る規制の適正化
• 自家用自動車による有償旅客運送制度の
創設
  コミュニティバスや乗合タクシー等の運

行をはじめ、地域のニーズに応じた多様
な形態の運送サービスの提供が可能

乗合タクシーコミュニティバス

③ 改正地域公共交通の活性化及び再生に関する
法律等（H19施行・H26改正）

• まちづくりやネットワークとの連携をより重視し、自治体
主導によって取組を推進できるよう、平成26年に改正
  地方公共団体が「地域公共交通網形成計画」を策定
し、取組を推進していくことが求められる

④ 改正タクシー適正化・活性化特措法等（H21施行・H26改正）

• 協議会による特定地域計画の作成、これによるタクシー事
業者による供給輸送力の削減及び活性化措置等の実施

  タクシーが公共交通機関として役割を果たし、より活性化
することが期待

■人口規模・人口密度と計画策定有無の関係

0.0 
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4.0 

5.0 

6.0 
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9.0 

5.0  7.0  9.0  11.0  13.0  15.0 

計画未策定市町村 計画策定市町村

ｌｎ（市町村人口）

ln

（市
町
村
人
口
密
度
）

まちづくりと一体となった取組（女川町）

貨客混載“ヒトものバス”（岩手県北自動車・ヤマト運輸）

答申以後の１０年間で、交通施策の推進に当たって、様々な制度・法律が変更・改正。これにより地域が主体となった取組の促進等、制度・政策面の整備は進展。
制度・法律の変化を受けた新たな展望を踏まえ、地域の実情に応じた交通施策の推進が求められる。

答申以後の１０年間で、多様な連携による取組が推進。また、地域公共交通の維持・確保に向けた計画策定は、人口規模・密度等に偏りなく、多様な地域で展開。
このような自治体や事業者の創意工夫を参考としつつ、交通施策の推進について、東北全体に波及・拡大していくことが重要。
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ⅠⅠ  ははじじめめにに  
 
 
  平成１７年３月に東北地方交通審議会から「東北地方における望ましい交

通のあり方」（以下「１７年答申」という。）と題して、概ね 2015 年（平成２

７年）を年次目標とする東北６県の交通・観光に関する中長期的なビジョン

が答申され、少子高齢化、人口減少、マイカー社会の進展といった社会の構

造変化の中で、東北地方の活力を引き続き維持していくための課題及び課題

解決のために、交通・観光に携わる官民の関係者が連携し取り組むべき指針

が示されている。 
 

１７年答申に示された政策目標の実現に向けては、ＰＤＳ（Plan・Do・See）
マネジメント手法を用い、適宜各地域における施策の進捗状況やその効果検

証、さらに検証結果を踏まえて施策の方向性や具体的な内容の見直しといっ

たフォローアップを実施していくこととなっており、平成１８年以降の東北

地方交通審議会にフォローアップ結果を報告してきたところである。 
 

  また、平成２２年の東北地方交通審議会において、１７年答申に記載の施

策のうち、重点的に実施すべき施策について、答申期間の後半期において取

り組むプログラムを「東北公共交通アクションプラン」（以下「アクションプ

ラン」という。）として策定し、本アクションプランを毎年フォローアップ（改

定を含む）してきたところである。 
 
  答申以後の１０年間では、東北地方全体の人口は減少傾向が継続するとと

もに、全国水準以上であった高齢化率もさらに高まっている。近年では東北

地方の公共交通機関における年間旅客輸送人員において回復基調が見られつ

つあるが、地方部をはじめ、低密度な地域が広がっており、公共交通機関の

維持・確保はより厳しい状況となっている。また、平成２３年の東日本大震

災をはじめとした自然災害により、安定的な公共交通機関の運行に影響を来

している。一方で、地域公共交通活性化再生法の制定、改正や、交通政策基

本法の制定をはじめとして、交通施策の推進に当たっての法制度面は整備さ

れつつある状況となっている。 
 
  政策推進部会では、このような背景を踏まえ、１７年答申の目標年次の

2015 年（平成２７年）が経過したことから、東北地方における交通に関する

現況の把握及び１７年答申等に示された施策の進捗状況を分析・評価し、総

括的なフォローアップを実施し、今後の東北における交通施策に関する今後

の方向性等について検討していくための基礎資料として、本報告を取りまと

めた。 
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ⅡⅡ  「「東東北北地地方方ににおおけけるる望望ままししいい交交通通ののあありり方方」」のの概概要要  
 
１ 東北地方における望ましい交通のあり方 

  １７年答申については、東北地方の活性化のための交通分野、特に公共交

通に関する取組の指針として策定された。 
  東北地方の特徴である広大な面積や分散する都市、人口減少や少子高齢化

の進展、公共交通の動向等を踏まえ、１７年答申は、東北地方の活性化に向

けた課題として、①地域間・都市間交流を促進する広域的な公共交通の整備

と活用②快適で活力を生み出す都市交通の整備・改善③安心して暮らし続け

られる地域づくりのための「地域の足」の確保④環境に優しい交通体系の整

備、の４つの課題を整理した。そして、これらの課題について、公共交通の

果たすべき役割を明らかにしながら、以下のとおり、施策の方向性や具体的

施策を示した。   
  

① 地域間・都市間交流を促進する広域的な公共交通の整備と活用 

交流人口の拡大により地域の活力を生み出すことを目的として、整備新

幹線、仙台空港アクセス鉄道等の基盤整備の着実な推進、高速バス網の充

実等都市間移動の円滑化や、公共交通相互の乗継ぎの円滑化等の取組を掲

げた。 
② 快適で活力を生み出す都市交通の整備・改善 

公共交通の利便性向上と利用促進を目的として、都市鉄道の機能強化、

バスロケーションシステム等のバス利用環境の改善、乗車券相互利用等の

新サービスの導入を掲げた。 
③ 安心して暮らし続けられる地域づくりのための「地域の足」の確保 

自動車を自ら運転できない地域住民のモビリティ確保を目的として、地

域一体となった公共交通のあり方について検討を行うことや、地方鉄道・

地方バス・離島生活航路の改善、デマンド型乗合タクシー等の新たな「地

域の足」の開発と普及を掲げた。 
④ 環境に優しい交通体系の整備 

京都議定書に定められた二酸化炭素（ＣＯ２）排出量削減等を目的として、

車両の低公害化、マイカー利用の抑制、環境負荷の小さい交通体系の構築

等を掲げた。 
  
  これらの施策について、概ね平成２７年を目標年次として、関係者が一体

となって取り組むこととした。 
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２ 東北公共交通アクションプラン 

  アクションプランは、公共交通を巡る状況が大きく変化する中で、１７年

答申に記載された施策の一層の推進を図るため、後半期５年間において重点

的に取り組むべき公共交通に関する施策を明らかにし、東北運輸局のみなら

ず、各地方自治体、地域住民、交通事業者等公共交通に関わる各主体の指針

となるべく、平成２２年３月に策定された。 
  東北地方の活性化に向けて、人口減少や少子・高齢化の進展、厳しい自治

体財政、地球温暖化対策、都市機能の拡散、観光振興等の公共交通をとりま

く環境変化に対応するため、従来の事業者ごと、市町村ごとといった枠を超

えたより広範な次元における「連携」「協働」を図りながら、公共交通分野に

おいて以下の７つの施策を重点的に取り組むべき施策として掲げることとし

た。 
  

 ① 合併自治体における交通体系の構築 

  ② 複数市町村にまたがる生活圏に対応した交通体系の構築 

  ③ まちづくりと連携した交通体系の構築 

  ④ 交通モード間・事業者間の連携・協働 

  ⑤ 住民との協働による公共交通の活性化・再生 

  ⑥ 高速交通手段を活用した交通体系の構築 

  ⑦ 東北地方の特性に対応した交通体系の構築 

 
  また、平成２２年の策定以後に発生した東日本大震災や、関越自動車道に

おける高速ツアーバスの事故の発生により、防災・減災や安全・安心の確保

の推進の必要性が一層高まったことを受け、平成２５年３月にアクションプ

ランを一部改定し、重点的に取り組むべき施策として以下を追加している。 
 

  ⑧ 災害に強い安全で安心な交通体系の構築 

 

  これらの施策について、概ね平成２７年を目標年次として、国、地方公共

団体、交通事業者、地域住民、ＮＰＯ等の関係者が、地域一体となって取組を

進めることとした。 
  また、モニタリング指標として「東北地方における人口１人当たりの公共

交通利用回数」及び「東北地方における地域公共交通総合連携計画策定地域数」

を設定し、本アクションプランに記載された取組の進捗状況を中心としたフォ

ローアップを行っていくこととした。  
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ⅢⅢ  施施策策のの実実現現状状況況          
 
１ 地域間・都市間交流を促進する「広域的な公共交通の整備と活用」 

(1) 他の地方ブロックや海外との交流拡大のための基礎基盤の着実な推進等 

 ① 整備新幹線の着実な整備と高速化 

行政からの支援や事業者の努力等により、整備新幹線の着実な整備が進

められ、平成２２年に東北新幹線が延伸、また平成２８年に北海道新幹線

が開業した。また、新型車両が導入され高速化が実現された。 
 ② 山形新幹線及び秋田新幹線の高速化等に関する検討 

事業者の努力等により、新型車両が導入され、山形・秋田新幹線のスピ

ードアップが実現された。 
 ③ 仙台空港アクセス鉄道の着実な整備の推進と仙台空港広域利用促進策の

検討 

事業者の努力や関係者間の連携により、平成１９年３月に仙台空港アク

セス鉄道が開業したほか、各種広報活動の実施及び沿線まちづくりの推進

が図られた。 
 ④ 他の地方ブロックとを結ぶ高速バス路線網の充実 

事業者の努力や「新高速乗合バス」制度への移行により、東北と首都圏

を中心とした高速バス網が充実された。 
 ⑤ フェリーの活用に向けた検討 

行政からの支援や事業者の努力等により、航路の活性化方策の実施やク

ルーズフェリーの就航等が進められた。 
 
図１「整備新幹線の整備と高速化」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：ＪＲ東日本・ＪＲ北海道 
 

時 期 H22.12 H22年度末 H24年度末 H25年度末

最
高
速
度

大宮～宇都宮
（H21時点：240㎞/h）

240㎞/ｈ 275㎞ /ｈ 275㎞/h 275㎞/ｈ

宇都宮～盛岡
（H21時点：275㎞/ｈ）

275㎞/ｈ 300㎞ /ｈ 320㎞ /ｈ 320㎞/ｈ

到達時分
（東京～新青森間最速列車）

3時間
20分程度

3時間
10分程度

2時間59分

東北新幹線の高速化状況

路線図
２２年１２月開業

２７年度開業

七戸十和田

路線図
２２年１２月開業

２７年度開業

七戸十和田

28年3月開業

奥津軽いまべつ
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(2) 東北地方内の都市間移動円滑化に向けた検討 

 ① 鉄道在来線の高速化等の検討 

事業者の努力等により、平成２７年５月に仙石東北ラインが整備され、

仙台～石巻間の所要時間が短縮するなど、高速化が進められた。 
 ② 東北地方内の都市間を結ぶ高速バス網の充実 

事業者の努力等により、仙台～平泉間等の路線開設が進められたほか、

震災後においても鉄道不通区間をはじめとして路線網が充実された。また、

仙台駅前ターミナル機能の充実や仙台～山形間高速バスの山形駅への乗り

入れ、山形県鶴岡市の庄内観光物産館を活用した高速バスターミナルの整

備など、高速バス利用を促進する環境整備が進められた。 
 
(3) 広域的な公共交通の拠点と目的地を結ぶ公共交通需要に応じた供給形態の

見直し 

 ① ルート、ダイヤの見直し 

行政からの支援や事業者の努力等、及び拠点利用の関係者間での連携に

より、空港やフェリー港等の拠点への高速バス等の延伸及び高速バスと高

速フェリーの共通乗車券の発売や、既存高速バスの乗継運行等が実施され

た。 
 ② 乗合タクシーの活用 

行政からの支援や事業者の努力等、及び拠点利用の関係者間での連携に

より、空港や新幹線駅等と目的地を結ぶ乗合タクシーの導入が各地で実施

された。 
 
(4) 交流人口拡大に向けた多様な関係者が一体となった取り組みの推進 

 ① 公共交通相互の乗り継ぎの円滑化や利便性の向上 

多様な関係者の協働により、ＩＣカードの共通化やフリーパスの導入、

バリアフリーの推進等が図られた。 
 ② マイカー等によるアクセスの改善 

行政からの支援や事業者の努力等、及び拠点利用の関係者間での連携に

より、パークアンドライドが各地で展開されたほか、レンタカー利用の利

便性向上の取組が実施された。 
 ③ 多様な関係者が一体となった効果的・効率的な情報発信 

行政からの支援や事業者の努力等、及び拠点利用の関係者間での連携に

より、空港利用促進策が各地で展開されたほか、事業者間の連携による公

共交通マップの作成や、首都圏でのＰＲ実施活動などが展開された。 
 ④ 多様な関係者が一体となった旅行商品の造成 

行政からの支援や事業者の努力等、及び拠点利用の関係者間での連携に

より、各地でフリーパスの導入等が進められた。 
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２ 快適で活力を生み出す「都市交通の整備・改善」 

(1) 都市鉄道の機能強化 

 ① 仙台市地下鉄東西線の着実な整備と沿線まちづくりの推進 

行政からの支援や事業者の努力等により、平成２７年１２月に開業し、

沿線まちづくりの推進及び開業に合わせたバス路線網の再編が実現された。 
 ② 新駅設置などによる鉄道の利用促進 

行政の取組、及び事業者の努力により、東北各地で１０の新駅が整備さ

れたほか、新駅を活用したパークアンドライドの展開や駅との結節を強化

するバス路線の検討・再編などが推進された。 
 
図２「仙台市地下鉄東西線の開業と沿線まちづくりの推進」 

 

 
 

資料：仙台市 
 
(2) バス利用環境の改善 

 ① 定時性確保・速達性向上 

事業者の努力等により、各地でＰＴＰＳが導入され、定時性確保・速達

性向上に関する取組が実施された。 
 ② 使いやすいバス路線への改善 

行政からの支援や事業者の努力等により、各地で路線網再編やゾーンバ

スシステム、中心部の循環バス等が導入された。 
 ③ その他の利便性向上策 

行政からの支援や事業者の努力等により、各地でバスロケーションシス

テムが導入されたほか、各地でのバスマップの作成、八戸市における中心

部での等間隔共同運行の実施や路線ナンバリングの設定等によるわかりや

すい情報提供などが実施された。 
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(3) 都市交通改善のためのタクシーの活用 

 ① 需要の少ない時間帯や地域の足としてのタクシーの活用 

行政からの支援や事業者の努力等により、八戸市等においてバス終発後

の深夜タクシー運行等が実施された。 
 ② 福祉輸送分野におけるタクシーの活用 

行政からの支援や事業者の努力等により、民間患者等輸送事業を担う事

業者数が増加し、福祉タクシー等多様なサービスが提供された。 
  

(4) 交通結節点の改善による乗り継ぎ利便性の向上とまちの賑わいの創出 

① 乗り継ぎ利便性の向上 

まちづくりとの一体的な取組により、新線開業や新駅設置等に合わせた

バス網再編や、「あおもり交通ナビ」の開設をはじめとした情報提供の充実

などがみられた。 
② 交通結節点を活用したまちの賑わいの創出 

交通結節点を核としたまちづくりの推進や関係者間での連携により、交

通結節点の駅前整備や駅周辺のバリアフリー化とあわせた駅前再開発の実

施、バス乗り場や駐車場・駐輪場、駅と連結した複合施設の整備等が展開

された。 
  

(5) 新サービス導入による公共交通の活性化 

① 運賃の弾力化、乗車券相互利用等の新サービスの導入 

行政からの支援や事業者の努力等により、各種フリーきっぷや鉄道とバ

スの乗り継ぎ乗車券の発行、共通定期券・回数券等が導入された。 
② 情報通信技術を活用した新サービスの導入促進 

行政からの支援や事業者の努力等により、仙台エリアでのＳｕｉｃａの

利用開始をはじめＩＣカードの導入や利用可能エリアの拡大、仙台市交通

局ＩＣカードｉｃｓｃａとＳｕｉｃａの相互利用の開始等のサービス拡充、

福島交通による独自のＩＣカード導入がされた。 
また携帯情報端末を用いた時刻表や運賃等の情報提供の充実が鉄道事業

者を中心に図られた。 
 
(6) バリアフリー化の推進 

行政からの支援や事業者の努力等により、全国水準には及んでいないもの

の、東北地方内の鉄道駅や乗合バスのバリアフリー化、低床鉄道車両、バリ

アフリー船の導入が促進された。また、市民にもバリアフリーに関する理解

を深めるべくバリアフリー教室が各地で実施され、「心のバリアフリー」が推

進されたほか、バリアフリー基本構想に関するセミナー等が実施された。 
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図３「東北地方におけるバリアフリー化の推進」 
鉄道駅等の段差解消達成率           乗合バスのバリアフリー化率 

（低床バス導入比率） 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
注）鉄道駅については、平成 23 年度から制度変更により、１日当たりの利用者数 3,000 人以上
の鉄道駅を対象となった。 

 
資料：東北運輸局 

 
 
 
３ 安心して暮らし続けられる地域のための「地域の足」の確保 

(1) 地域と一体となった公共交通のあり方の検討 

  国からの補助や支援の活用により、東北各市町村において地域公共交通の

維持・確保に関する計画が策定された。また、隣接市町村との連携により、

単一市町村に限らず、市民の生活圏に対応した複数市町村での計画策定事例

もみられた。 
 
(2) 地方鉄道、地方バス、離島生活航路の改善 

① 地方鉄道の改善 

行政からの支援、及び事業者の努力、事業者間での相互連携等により、

地域に密着した運賃割引や事業者間連携によるサービス提供、拡充等が実

施された。また、青い森鉄道や三陸鉄道において、上下分離方式を採用す

るなど、厳しい経営環境の中で官民が連携して公共交通の維持を進める動

きがみられた。 
② 地方バスの改善 

行政からの支援、及び事業者の努力、事業者間での相互連携等により、

住民の移動実態を踏まえた路線網再編等が実施された。また、スクールバ

スと路線バスの一元化や融合等、地域の実情に応じたバス路線の維持・確

保が推進された。 
③ 離島生活航路の維持 

行政からの支援、及び事業者の努力等により、航路の維持に向けた運賃

割引等のサービス拡充が進められた。 
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(3) 新たな「地域の足」の開発と普及 

① バスとタクシーの中間形態の導入（デマンド型乗合タクシーの普及促進）   

行政からの支援、及び事業者の努力、また、計画に基づく事業の推進等

により、地域に応じた多様な交通手段が導入され、特に、デマンド型乗合

タクシー等の新たな交通手段が各地で導入された。 
② 新たな「地域の足」の開発 

行政からの支援、及び事業者の努力、また、関係機関の連携等により、

過疎地有償運送等が各地で検討、運行された。 
 
 

４ 「環境に優しい」交通体系の整備 

(1) 車両の低公害化の推進 

① 低公害車両の普及促進 

行政からの支援や事業者の取組等

により、バス、自動車における低公害

車両の導入が推進され、全国には及ば

ないものの普及率が高まった。 
② 低公害車両の燃料供給箇所の整備   

行政からの支援や事業者の取組等

により、ＣＮＧ充填スタンドや電気自

動車対応施設、水素ステーション等の

整備が推進された。 
③ 環境に優しい鉄道車両の開発 

事業者の取組等により、ハイブリッドディーゼルカーや省エネルギー車

両の導入が推進された。 
 
(2) 効率的で環境に優しい物流体系の整備 

① 高度かつ効率的な物流体系の整備 

② モーダルシフトの推進 

行政からの支援や事業者の取組等により、３ＰＬの導入や海上コンテナ

貨物の鉄道輸送、モーダルシフトの推進に向けた取組が推進された。 
③ 静脈物流システムの構築 

行政からの支援等により、リサイクルポートにおける静脈物流関連施設

整備等に関する取組が展開された。 

図４「低公害車両の普及率」 

2.2%

3.1%

4.1%
5.0%

2.6%

3.7%

4.9%

5.9%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

H24.3末 H25.3末 H26.3末 H27.3末

東北 全国

 
資料：一般財団法人自動車検査登録情報協会 
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(3) 旅客部門の環境対策 

① ノーマイカーデーの実施等 

国・県等からの補助や支援の活用や、事業者の取組等により、各地でモ

ビリティマネジメントやカーフリーデー等の取組が実施された。 
② 観光地等におけるマイカー規制の実施 

総合的、継続的な行政の取組により、各地でマイカー規制やシャトルバ

ス運行等が実施された。 
 
(4) 環境負荷の小さい交通体系の構築 

① グリーン経営の推進 

国等からの支援や事業者の取組により、グリーン経営認証制度が普及し、

認証事業所数が平成２８年３月時点で４０５事業所まで増加した。 
② 環境の保全・再生・創造対策の実施 

国等からの支援や事業者の取組により、ＥＳＴモデル事業に基づく事業

が仙台市、八戸市で展開された。 
 
 
 
５ 「東北公共交通アクションプラン」の実現状況 

(1) 施策の実施状況 

① 合併自治体における交通体系の構築 

合併後の市町村の全体や、病院などの公共施設の整備・再配置等にあわ

せた路線再編等の取組が各地で展開された。 
② 複数市町村にまたがる生活圏に対応した交通体系の構築 

定住自立圏等において、複数市町村が連携して、生活圏全域での交通体

系の見直しや、仙台市地下鉄東西線開業等の新たに導入する交通手段に対

応した路線再編、利便性向上を図る取組が各地で展開された。 
③ まちづくりと連携した交通体系の構築 

「コンパクト・プラス・ネットワーク」等土地利用と一体となった公共

交通整備や、震災を契機とした新たな拠点整備との連携、路線の再配置、

パークアンドライドの継続実施等が各地で推進された。 
④ 交通モード間・事業者間の連携・協働 

乗り継ぎ円滑化に向けた拠点整備や、中小鉄道事業者間や鉄道・バス事

業者の連携による運賃割引、バス事業者同士の共同運行等が実施された。 
⑤ 住民との協働による公共交通の活性化・再生 

シンポジウムの開催や学校教育の現場での公共交通の重要性に関する教

育の実施、人材育成、「地域公共交通コンソーシアム」の創設、モビリティ・

マネジメントの実施等様々な取組が各地で展開された。 
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⑥ 高速交通手段を活用した交通体系の構築 

空港利用の促進に係る取組や、利用促進に係るＰＲ事業、空港や新幹線

駅からの二次交通手段の整備、高速バスの乗り継ぎサービス導入等の取組

が実施された。 
⑦ 東北地方の特性に対応した交通体系の構築 

寒冷・豪雪環境及び高齢化に対応した交通システム、車両、バス案内所

の整備、開発等がすすめられた。 
⑧ 災害に強い安全で安心な交通体系 

東日本大震災を受けた復興過程での交通計画の見直しや、災害発生時の

公共交通確保や帰宅困難者対策の検討、高速バスにおける「新高速乗合バ

ス」制度への移行等の安全確保などの取組が展開された。 
 
(2) モニタリング指標に係る評価結果 

① 東北地方における人口１人当たりの公共交通利用回数 

人口１人当たりの公共交通利用回数は、震災後まで減少傾向が続いてい

たものの、平成２４年度末及び２５年度末については増加に転じ、アクシ

ョンプラン策定時点を上回った。特に、鉄道やバスの利用者数は増加もし

くは横ばい傾向にあるが、一方でタクシーについては減少傾向が続いてい

る。 
 

図５「東北地方における人口１人当たりの公共交通利用回数」 

17.3 17.1 17.5 18.2 18.4 18.4

10.2 9.8 9.9 10.1 9.6 9.2

27.5 27.1 26.0 27.7 28.5 28.6

0.0
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30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

H21 H22 H23 H24 H25 H26

乗合バス タクシー 鉄道 旅客船 航空

⼈⼝１⼈当たり利⽤回数（回/⼈）

56 55 54
57 58 57

※

年度末
 

資料：東北運輸局 
 

② 東北地方における地域公共交通総合連携計画策定件数 

地域公共交通の維持・確保の必要性に対する意識が深まったことを受け、

各地での取組が進められ、計画策定件数は平成２５年度末時点で５５件に

達した。また、法律改正を受け、新たな法定計画と位置づけられた「地域

公共交通網形成計画」については、平成２７年度末時点で２２件策定され

ている。 

※乗合バス、タクシー及び旅
客船の輸送人員について
は、東日本大震災の影響に
より、一部事業者のデータ
が反映されていない。 

※また、人口については岩手
県陸前高田市のデータが平
成 28 年２月 28 日現在の人
口である（住民基本台帳シ
ステム流出のため）。 
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なお、計画策定自治体は、鉄道沿線の市町村に集中する傾向が見られ、

特に小規模市町村や低密度地域では計画策定実績のない市町村が多くなっ

ており、東日本大震災被災地域の三陸沿岸市町村、原発事故被害市町村に

おいては、地域公共交通網形成計画はほとんど策定されていない。 
 
図６「東北地方における計画策定状況」 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：東北運輸局 

青森県

八戸市

三沢市

鰺ヶ沢町

秋田市

湯沢市

鹿角市

由利本庄市

大仙市

仙北市

藤里町

美郷町

石巻市山形鉄道フラワー

長井線沿線地域 山形市

小国町
福島市

郡山市

伊達市

注）１㎞メッシュ人口は、

平成22年国勢調査

地域メッシュ統計より。

バス路線は平成24年時点、

凡 例

～250人/km2

250～500人/km2

500～1,000人/km2

1,000～2,500人/km2

2,500人/km2～

凡例

鉄道

バス路線

地域公共交通
総合連携計画
策定自治体

地域公共交通網
形成計画
策定自治体

※各市町村の役所

所在地付近にプロット

（H27年度末時点）

平川市
十和田市

青森市
七戸町

七戸十和田地域

大鰐町

弘前市

下北地域

花巻市西和賀町

田野畑村

三陸鉄道沿線地域

軽米町

いわて銀河

鉄道沿線地域

八幡平市

北上市

一関市

仙台市

東松島市

栗原市

気仙沼市

名取市

五城目町

秋田内陸地域

男鹿市

横手市

大館市

朝日町

鶴岡市 庄内地区

西会津町
川俣町 南相馬市

喜多方市

二本松市

白河市

須賀川市

塙町

田村市会津若松市

南会津町

会津線

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 計

H21年度末 9 6 5 7 4 10 41

H22年度末 10 6 5 7 5 12 45

H23年度末 10 7 5 8 6 14 50

H24年度末 10 7 5 8 6 14 50

H25年度末 10 8 5 12 6 14 55

※ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律の施行（平成26年11月）に伴い、既存の「地域公共交

通総合連携計画」に代わり、「地域公共交通網形成計画」が法定計画となっている。

（参考）H27年度末
地域公共交通網
形成計画策定件数

４ １ １ ８ ４ ４ ２２
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６ １７年答申及びアクションプランの実現状況からみた成果と課題 

  以上のとおり、整備新幹線や仙台空港アクセス鉄道、仙台市地下鉄東西線

等、広域流動や都市内移動を支える公共交通基盤が着実に整備され、また、

既存の交通基盤を含め、これらの基盤を活用した二次交通網の整備や利用促

進方策が各地で展開されたところである。 
  また、都市内、地方部の公共交通を活性すべく、行政の支援を活用し地域

の実情に応じて計画を策定するとともに、事業者の努力等による利便性の向

上に資する施策が展開された。 
  さらに、地球環境問題への対応が叫ばれる中、物流・旅客流動の両面から

環境に優しい交通体系の確立に向けた取組が展開された。 
  一方で、各地で施策が展開されつつあるものの、１７年答申及びアクショ

ンプランに位置づけられた施策は必ずしも東北地方全域で展開されておらず、

主に次のような課題もみられた。 
 

(1)人口減少の進展と公共交通利用者数の減少 

  ・東北地方全体では人口減少傾向にある中で、公共交通利用者数は一時的

な増加はみられたものの、増加傾向は継続せず、この１０年間では減少

に歯止めがかかっていない。特に、人口密度の低い地域が広がっている

中で、輸送効率が上がらず、交通網の維持がますます厳しくなっている。 
 

(2)交通をとりまく人材不足による影響 

  ・物流・旅客流動の両体系ともに、交通の運行に必要となる乗務員等の人

材が不足し、運行自体が難しくなった交通がみられる。 
  ・また、公共交通の維持・確保、利便性の向上に向けた取組の必要性につ

いて、広く認識が共有され、各地で取組が推進されつつあるが、地域公

共交通に対する自治体等の人材や財源の確保等が十分にできず、東北地

方全体での施策推進、また取組の継続ができなかったところもみられる。 
 

(3)自然災害の頻発による影響 

  ・平成２３年３月に発生した東日本大震災をはじめ、東北地方では多くの

地震災害に見舞われたほか、豪雨・豪雪などの大規模な自然災害が頻発

し、休廃止や代替交通手段の確保を余儀なくされた事例がみられる。 
 

(4)経済情勢の変化による影響 

・景気動向に伴う輸送需要の増減や、燃料費の高騰といった経済情勢の変

動を受け、運行休止など安定的な公共交通の確保・運行に影響を及ぼし

ている。 
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ⅣⅣ  今今後後のの交交通通施施策策にに向向けけてて  
 
１ 東北地方の交通をとりまく厳しい局面 

  Ⅲで示したとおり、１７年答申及びアクションプランに位置づけられた施

策に基づき、関係者が連携し様々な取組が進められたところであるが、社会

経済情勢の変化や動向、未曽有の災害である東日本大震災の発生、制度・法

律の変化等、東北地方の交通を取り巻く情勢は答申当時と比較して大きく変

化した。 
このため、以下に示すような課題に直面している状況をかんがみ、答申当

時よりも一層、厳しい状況を踏まえた対応が求められる。 
 

(1) さらなる人口減少・地域の低密化の進展 

  東北地方の人口は、平成７年の国勢調査において初めて減少して以来、一

貫して減少している。このため、都市部を除き低密度な地域が広がっている

が、現在、これらの地域を鉄道やバス路線が運行し、面的に網羅されている。 
しかし、平成１７年から平成２２年にかけて、低密度な地域ほど人口減少

が進んでおり、公共交通の維持・確保がますます厳しいものとなっている。 
 

図７「東北地方における人口密度と人口増減状況」 
平成２２年の人口密度と鉄道・バスネットワーク  平成１７年～２２年での人口増減状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：人/ 

ﾒｯｼｭ別人口（人） 増減率：（H22－H17）／H17

H22 H17

～250 1,549,341 1,696,379

250～500 1,050,559 1,107,625

500～1,000 1,072,469 1,105,848

1,000～2,500 1,793,209 1,811,205

2,500～ 3,790,702 3,824,655

６ 県 合 計 9,256,280 9,545,712

-9%
-5%

-3%
-1%
-1%

-3%

-10%-8%-6%-4%-2%0%

 
資料：各年「国勢調査」 

注）１㎞メッシュ人口は、

平成22年国勢調査

地域メッシュ統計より。

バス路線は平成24年時点、

凡 例

～250人/km2
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1,000～2,500人/km2

2,500人/km2～

凡例

鉄道

バス路線

凡例

～30％減少

30％～15減少

～15％減少

～15％増加

15％～30％増加

30％増加～

凡例

鉄道

14

1-21



 

 (2)交通に関わる人材の不足 

  交通産業の運転者の有効求人倍率をみると、自動車運転者は高く、かつ、

ここ数年で急速に上昇している。また、高齢化の影響を受け、運転者につい

ても中高年に依存した状況となっている。このため、近年、バスやタクシー、

トラック、船舶等の運転者・乗務員・船員数が不足しつつあり、公共交通の

安定的な運行に大きく影響を与えている。 
  さらに、公共交通の運行事業者に限らず、自治体職員や地域公共交通計画

のアドバイザーについても人材不足が叫ばれており、地域公共交通の確保・

維持に対する体制整備が難しい状況となっている。 
 
図８「運転者の有効求人倍率」 職業別の有効求人倍率（パートタイムを除く常用）の推移 
 

 

資料：国土交通省 

 
(3) 自然災害の頻発 

  平成２３年３月に発生した、我が国でも未曾有の災害である東日本大震災

は、東北地方の太平洋沿岸部をはじめ全国に甚大な被害をもたらし、広範囲

で各種インフラに被害を与え、多くの交通機関が運行を見合わせた。中でも

地震による大津波は、沿岸部の鉄道施設等を中心に壊滅的な被害をもたらし、

数カ月から数年にわたる長期間の運休を余儀なくされたほか、現在でも、代

替交通手段により運行せざるを得ない状況となっている路線もある。また、

バスやタクシーなどの地域交通についても、車両・営業所等の施設や道路、

都市基盤等への被害により、運行が困難となった。その後の復興過程では、

事業者の努力や行政からの支援等を活用し、運行再開に至っているところが

多いが、市街地や産業構造をはじめ、交通を取り巻く状況が大きく変化した

中で、利用者ニーズの変化等に対応しながら、生活交通の確保等をより進め

ている状況にある。中でも、鉄道における壊滅的な被害からの復興復旧及び

今後の復興計画やＢＲＴの活用による運行の確保や、離島航路における被害

復旧、地域交通での仮設ルートや高台移転まちづくり等の復興計画に対応・
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連動した運行、被災地での特例補助等による柔軟な支援、原発事故による影

響を受けた地域での避難者対応及び将来を見据えた交通計画づくり等の対応

を進めている。 
  さらに、地震に限らず、豪雨・豪雪災害も頻発する傾向が高まっている。

平成２２年７月に発生したＪＲ岩泉線での土砂災害による脱線事故は、利用

の低迷状況を受け、復旧を断念することとなったほか、平成２３年７月に発

生した新潟・福島豪雨では、福島県内のＪＲ只見線において橋りょうが流出

し、未だ復旧のめどが立っていない状況にある等、自然災害の発生が利用者

数の少ない地域交通の維持・確保に大きく影響を与えている。 
 

(4) 経済情勢変化の影響 

 １７年答申以後、平成２０年のリーマンショックによる世界経済の低迷と

その後の景気回復、東アジア地域の経済成長や、外国為替相場の変動に応じ

た物価の上下等については、日本全国に限らず地域経済にも大きく影響を与

えている。これらの影響を受け、企業立地や製造拠点の見直し等による交通

需要の増減が生じるだけでなく、公共交通の運行に必要となる原油価格も大

きく変動している。このため、この１０年間においては、燃料費の高騰を受

けた、離島航路の存廃問題が発生するなど、公共交通運行にも影響をきたし

ている。 
 
 
 
２ 制度・法律の変化による新たな展望 

  東北地方の公共交通をとりまく社会経済情勢は大きく変化し、安定的な公

共交通の運行を脅かしかねない非常に厳しい局面に直面している。 
その一方で、答申以後の１０年間で、交通施策の推進に当たって、様々な

制度・法律が変更・改正され、地域が主体となった取組の促進等、制度・政

策面での整備は進みつつある。 
このため、以下に示すような制度・法律の変化を受けた新たな展望を踏ま

え、地域の実情に応じた交通施策の推進が求められる。 
 

 (1) 交通政策基本法の制定・交通政策基本計画の閣議決定・実行 

  平成２５年１２月に施行された交通政策基本法により、交通施策の推進に

あたっての基本理念や国の責務等が示された。この中で、国民の自立した生

活の確保や活発な地域間交流・国際交流、物資の円滑な流通といった交通の

果たす機能を認識し、国民等の交通に対する基本的需要の充足が重要である

ことから、豊かな国民生活の実現、国際競争力の強化、地域の活力の向上、

大規模災害への対応、環境負荷の低減、適切な役割分担と連携に向けた施策

展開を位置づけている。 
  また、平成２７年２月に閣議決定された交通政策基本計画では、「Ａ．豊か
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な国民生活に資する使いやすい交通の実現」、「Ｂ．成長と繁栄の基盤となる

国際・地域間の旅客交通・物流ネットワークの構築」、「Ｃ．持続可能で安心・

安全な交通に向けた基盤づくり」の３つの基本的方針に基づき、方針ごとに

設定した目標を達成すべく、交通施策を推進していくことを位置づけている。 
 
(2) 道路運送法の一部改正 

  平成１８年１０月に施行された道路運送法の一部改正では、一般乗合旅客

自動車運送事業の対象範囲が拡大され、路線バスのような定期定路線以外の

乗合運送についても、「一般乗合旅客自動車運送事業」に分類されることとな

った。また、運賃及び料金の規制について、地域の関係者の合意が得られて

いる場合、上限認可制から事前届出制に緩和された。これにより、コミュニ

ティバスや乗合タクシー等の運行をはじめとして、地域のニーズに応じた多

様な形態の運送サービスの提供が可能となった。 
  また、過疎化の進行等により路線バスの撤退が進み、生活交通の確保が大

きな課題となっていたことを受け、自家用自動車による有償旅客運送制度を

創設し、地域の関係者の合意が得られている場合、市町村やＮＰＯ等による

自家用自動車を使用した有償旅客運送が可能となった。 
  このように、地域の実情に応じた多様な交通手段の運行が可能となり、東

北地方においても様々な地域で旅客の利便性を向上に寄与したところである

が、今後、より一層の取組の推進が求められる。 
 
(3) 改正地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等 

  平成１９年１０月に施行された地域公共交通の活性化及び再生に関する法

律では、地域における鉄道やバスなどの公共交通のおかれた状況が厳しさを

増しつつあることから、地域公共交通の活性化・再生を通じた魅力ある地方

を創出するため、地域公共交通の活性化・再生に関して、市町村を中心とし

た地域関係者の連携による取組の推進を目指し制定された。以後、地域公共

交通活性化・総合事業や地域公共交通確保維持改善事業等が創設され、各自

治体が制度を活用しながら、地域の実情に合わせて地域が一体となり、公共

交通のあり方として「地域公共交通総合連携計画」を策定し、計画に基づく

事業を推進してきたところである。 
その後、まちづくりや観光振興等の地域戦略との一体性の確保や、地域全

体を見渡した総合的な公共交通ネットワークの形成の必要性等が指摘される

中、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律とともに、平成２６年５月

に法律改正が行われた。 
これにより、地域公共交通の確保に当たっては、まちづくりやネットワー

クとの連携をより重視し、また、自治体主導によって取組を推進できるよう

になり、平成２７年度末時点で東北地方の２２地域において、「地域公共交通

網形成計画」を策定した。今後、同法の基本方針に基づき、地方公共団体が

「地域公共交通網形成計画」を策定し、地域公共交通の維持・確保に向けた
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取組を推進していくことが求められる。 
 
(4) 改正タクシー適正化・活性化法等 

  タクシーにあっては、需要の低迷や車両数の増加などによりタクシー事業の

収益基盤の悪化や労働条件の悪化等の問題が発生し、平成２１年１０月、タク

シー適正化・活性化法「特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車

運送事業の適性化及び活性化に関する特別措置法」（平成２６年改正）が施行

され、特定地域において組織される協議会による特定地域計画の作成、これに

基づくタクシー事業者による供給輸送力の削減及び活性化措置の実施等、タク

シーの適正化、活性化策が図られることとなった。 

  １７年答申では、都市部のタクシー活用が位置づけられていたが、施策展

開は一部に限られていた。今後、タクシーが公共交通機関としての役割を果

たし、より活性化が推進されることが期待される。 

 

(5) その他の主な制度・法律の変化 

① まち・ひと・しごと創生 

人口減少と地域経済縮小を克服し、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」

が「しごと」を呼び込む好循環を確立するとともに、その好循環を支える

「まち」に活力を取り戻すべく、地方公共団体が主体的・総合的に取り組

むこととして位置づけられている。 
東北地方を含む全国の地方公共団体は、各地域の実情を踏まえつつ、「総

合戦略」を策定しており、その中で地域公共交通の再生・確保に関する施

策を位置づけているところも多い。今後、戦略に基づき、地域が主体とな

った取組の推進が期待される。 
② 観光立国推進 

平成１９年１月に施行された観光立国推進基本法の規定に基づき、観光

立国推進基本計画が閣議決定され、訪日外国人旅行者数の増加等を目標に

掲げ、施策を推進しているところである。 
東北地方においても、交流人口の拡大等の目標に向けて、国内外から選

好され魅力ある観光地域づくりを推進していくとともに、東北地方への誘

客、誘致、また、東北地方内での広域連携が可能となるよう、これまでに

整備された基盤の積極活用と、二次交通手段の整備・拡充や、移動しやす

い環境整備等について、引き続き推進していくことが求められる。 
③ 道路交通法改正に伴う高齢運転者等への対応 

高齢化の進展に伴い増え続ける高齢運転者については、身体的な衰えか

らくる交通事故の危険性が指摘されており、これまでも道路交通法を改正

しながら高齢運転者の安全確保に向けた標識表示義務や、７５歳以上の高

齢運転者における免許更新時の認知予備検査の導入等が進められたところ

である。また、平成２７年３月には、高齢者の自動車事故減少を目的とし

て、７５歳以上の運転者が認知機能低下の可能性が思われる交通違反を犯
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した場合に、認知機能検査を義務づける等、法改正が進められている。 
これらの法改正が進められたことにより、運転免許取消件数（免許返納）

が増加しつつある。また、近年では高齢者人口の増加に呼応するように免

許返納が増加しつつある。 
免許を持たない高齢者の生活の足は、他人による送迎か公共交通に頼ら

ざるを得ない。今後、免許返納者数が増加していく状況を踏まえつつ、高

齢者の生活の足の確保に向けた取組の推進が求められる。 
 
図９「東北地方における運転免許申請取消件数」 
運転免許申請取消件数（免許返納状況）の推移 
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３ 自治体・事業者の創意工夫 

  以上のように東北地方の交通をとりまく情勢は大きく変化し、特に地域公

共交通の維持・確保については非常に厳しい状況となっている。その一方で、

交通に関する制度・政策面での整備は進みつつあり、地域の主体性を重視し、

まちづくり等と連携しながら、訪日外客や今後増加する免許を持たない高齢

者等の新たな需要に対応し、多様な連携の中で取組を推進していくことが求

運転免許申請取消件数（免許返納状況）

65歳以上人口（対前年増減）

75歳以上人口（対前年増減）
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められる。 
  このような中で、答申策定後の１０年間においても、次に示すような多様

な連携による取組が推進された事例が、東北地方でも見られている。 
 

事例からみられた地域公共交通の維持・確保に対する多様な連携の主な視点 

 ・まちづくりと交通の連携 

 ・旅客交通と物流の連携 

 ・交通事業者間や多様な関係主体間の連携 

 ・福祉をはじめ、交通施策以外との連携 

※事例の詳細は検討経過資料を参照。 

 
  また、図１０に示すとおり、東北地方における地域公共交通の維持・確保

に向けた計画の策定状況も、人口規模や密度に偏りがあるわけではなく、低

密度地域を含め様々な地域で取組が行われている実態がある。 
  このような自治体や事業者の創意工夫を参考としつつ、交通施策の推進に

ついて、東北全体に波及・拡大していくことが重要となる。 
 

図１０「東北地方における地域公共交通の確保・維持に関する計画策定状況」 
人口規模や人口密度と計画策定有無との関係    可住地人口密度の規模別にみた策定率 
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注）平成 27 年度末までに「地域公共交通総合連携計画」または「地域公共交通網形成計画」を

策定した市町村を「策定あり」とした。  

資料：計画策定状況は東北運輸局調、人口・人口密度は「住民基本台帳」 
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ⅤⅤ  おおわわりりにに  
 

  政策推進部会では、１７年答申やアクションプランに位置づけられた施策

の実現状況と、今後の交通施策に向けた課題及び新たな展望について、本報

告をとりまとめた。 
 

  位置づけられた施策については、整備新幹線や仙台空港アクセス鉄道、仙

台市地下鉄東西線等の公共交通基盤の着実な整備と、二次交通網の整備や利

用促進方策の展開、また、行政の支援を活用し地域の実情に応じた計画策定

と施策展開、さらに、物流・旅客流動の両面からの環境に優しい交通体系の

確立に向けた取組の展開等を確認することができた。 
 
  しかし、東北地方におけるさらなる人口減少や低密度化の進行、交通に関

わる人材不足、平成２３年３月に発生し未曾有の被害をもたらした東日本大

震災をはじめとした自然災害の頻発、経済情勢変化による影響等を受け、特

に東北地方における公共交通の維持・確保が、答申時点より一層厳しくなっ

ている状況も確認することができた。 
 
  一方、「交通政策基本法」の制定により、交通施策の推進に当たっての基本

理念や国の責務等が示されるなど、制度・政策面での整備が進みつつあるほ

か、地域の創意工夫等により成果を上げている取組を確認することもできた。 
 
  このように、１７年答申やアクションプランについては、関係主体の努力

のもと、位置づけられた施策が推進されている状況から、一定程度役割を果

たしたが、今後、東北地方においては、ますますの人口減少や復興創生の推

進等により、更なる情勢変化が予想される中、交通が地域の持続的発展にお

いて果たすべき役割は引き続き大きく、１７年答申の目標期間以降において

も、取組の継続は不可欠であるといえる。 
 

  このため、東北地方において時代に即応し効果的に取組を推進していくに

当たっては、本報告で得た施策の経験や成果等を有効に活用することが重要

であるが、取組ができた地域とできなかった地域における相違・要因等をは

じめとして、本報告には盛り込めなかった、交通の維持・確保に対する地方

公共団体等の抱える問題とその対応状況等、より詳細な情報収集、分析を進

めていくことが求められる。 

 

  あわせて、地域の実情に応じてなされた創意工夫を踏まえつつ、東北地方

全体に交通の重要性の認識と施策に関する取組の推進を拡大していくべく、

引き続き、検討を進めていくことが求められる。 
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２ これまでの検討経過 

 

 

第７回政策推進部会（平成２８年８月４日） 

  ○平成１７年答申フォローアップについて（検討） 

  ○今後のスケジュールについて（検討） 

 

第８回政策推進部会（平成２８年９月２３日） 

  ○平成１７年答申フォローアップについて（検討） 

  ○交通政策基本計画の推進状況について（報告） 

○今後の交通施策の進め方について（検討） 

 

第９回政策推進部会（平成２８年１０月２８日） 

  ○平成１７年答申フォローアップについて（審議会報告内容の決定） 

  ○今後の交通施策の進め方について（検討） 
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第２編 「東北地方における望ましい交通のあり方」に関

するフォローアップ結果を踏まえた今後の交通施

策の推進に向けた視点について 

 

 

 １７年答申、及びアクションプランに位置づけられた施策の実施状況に関するフ

ォローアップにより、各施策について一部の市町村・地域において取組が進められ

ていることが確認できたものの、東北地方全体への導入・波及は進んでいないこと

も併せて把握された。 

 中でも東北地方の喫緊の課題である「地方部をはじめとした地域公共交通の維

持・確保」については、中山間地域や低密度地域を中心に、計画策定や実際の新た

な交通手段の導入・再編等の取組に至っていないところがみられた。 

 第１編で整理したフォローアップ結果の報告では、引き続き１７年答申やアクシ

ョンプランの趣旨を踏まえつつ、取組を継続していくことが重要とされているが、

このような状況を踏まえ、東北地方全体に取組を拡大していくためには、地域公共

交通の確保・維持に対して主体的な役割を担う地方公共団体（市町村・県）が抱え

る問題・課題や、それらに対する対応状況・工夫等を把握・分析することが重要と

考えられる。 

 これらの背景に基づき、次に示す事項を中心に引き続き検討していくために、調

査を実施した。 

① 取組をした地域としなかった地域の相違点の把握・深堀 

② 取組をしなかった地域に対して、動機付けや参考となる取組事例の工夫点 

以上の調査結果を取りまとめた上で、今後の交通施策の推進に向けた視点を中心に、

第 20回東北地方交通審議会に報告した。なお、結果及び報告資料については、P2-3 以

降に示す。 
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(1) 市町村アンケートの実施 

各市町村における地域公共交通の確保・維持に対する取組状況及び段階を進む際

の課題・工夫点等を把握することを目的として管内全市町村を対象にアンケート調

査を実施した。 

具体的には、運輸局から各県交通担当部署を通じて、全市町村へメールにて調査

票等を配布し、回答後、コンサルタントの調査回収専用アドレス宛に返送する形で

実施した。 

なお、配布した調査物件については、資料編（資料２）に示す。 

 

   ○配布：平成 29 年１月 5 日 

   ○回収：返送期限を平成 29 年 1 月 27 日に設定、以後も返送を受け付けた結果、 

       198 市町村より回答（回収率：87.2％） 

 

 

 (2) 東北地方管内外の工夫事例の調査 

今後の東北地方において全域に施策を推進していくにあたり、各地方公共団体等

が地域公共交通の確保・維持に関する取組を進めていく上で、参考となると想定さ

れる「工夫点」及び「課題解決の手法」等を把握するために、管内に限らず全国の

先進的な事例について調査した。 

具体的には、特に東北地方における地域公共交通の確保・維持に対して有効性が

高いと想定される先進事例を抽出し、管内外計 25 事例に関する情報を収集し、一

部ヒアリング等も実施しながら、下記に関する特徴的な視点を取りまとめた。 

 

   ＜事例調査における主な把握項目＞ 

   ・各工夫事例の背景・課題認識 

    ・施策検討段階における課題及び課題解決の過程・方法、協議・調整方法 

    ・施策実施段階における見直し・評価等の実施状況 

    ・今後の施策推進上の課題                等 
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 (3) 今後の交通施策の推進に向けた視点について 

 

 

 

 

 



「地域公共交通の確保・維持へは多くの市町村が取組中」

「東北地方における望ましい交通のあり方」（東北地方交通審議会答申）に関するフォローアップ結果を踏まえた

今後の交通施策の推進に向けた視点について（概要）

1

 地域公共交通の確保・維持に対して、東北地方内の市町村では、主に地域
公共交通の運行に関する取組が進められている一方で、「地域公共交通総
合連携計画」や「地域公共交通網形成計画」といった総合的な計画を策定し
ている市町村は少なくなっている。

 「コミュニティバスの運行」や「デマンド交通」、「市町村有償運送」といった、市
町村が主体となった地域公共交通の運行に係る取組に対して、いずれかを
現在継続して取組中である市町村が78％を占めている。

 今後実施を予定している市町村や、取り組んだが終了済みの市町村等をあ
わせると87％となっており、東北全体で何かしらの取組が進められている。

政策推進部会では、第１９回東北地方交通審議会にて報告した１７年答申等のフォローアップ結果を踏まえつつ、取組ができた地域とできなかった地域における相
違・要因等をはじめとして、交通の維持・確保に対する地方公共団体等の抱える問題とその対応状況等、より詳細な情報収集、分析を進めていくために、 東北地方
内全市町村を対象としたアンケート調査及び、東北内外の工夫事例の調査を実施し、より詳細な分析を行った。

■地域公共交通の確保・維持に係る市町村の取組の現状（アンケート調査結果）

• 東北地方管内の市町村（公共交通担当部署）に対するアンケート調査

• 平成２９年１月５日配布、１月２７日回収期限

• 全２２７市町村へ配布、１９８市町村から回収（回収率：８７．２％）

• 東北地方管内外の工夫事例の調査

• 管内外２４事例についての調査

• 一部ヒアリング調査等も実施

現在、

取組を

継続中, 

78%

今後実施を

予定, 6%

取り組んだ

が終了済, 
3%

検討したが

実施せず, 
2%

検討してい

ない, 11%

(N=198)

「一方で、各段階を進めていくに当たって課題も確認」

○必要性の認識段階
 住民や事業者から指摘がないので検討・課題認識に至らない
 必要性の検討着手に至っていない市町村の特徴として、人口規
模の小さい自治体が多く、地域からの課題指摘がないことで、現
状調査まで行えず、状況を的確に把握し切れていない可能性

アンケート調査からみた地域が抱える主な課題

○計画の策定段階
 計画策定に向けた予算や人材・体制の確保が困難、また、策定
に必要な知識・情報不足

○事業化段階
 計画策定段階と同様に、事業化に向けて必要となる予算の確
保が困難

○事業継続段階
 利用低迷や採算性確保が困難なためによる事業(地域公共交
通の運行）の終了

 予算の確保とあわせて、交通事業者との協議調整が課題として
指摘

 事業継続できていない市町村において、関係者との事前協議を
行っていない比率が高まっている

■取組を進める上での工夫の視点

2

各段階において予算・人材体制確保・知識不足等の課題を市町村が抱えている中で、様々な工夫により交通を確保していることを把握。

地域が抱える主な課題
（アンケートより）

 住民や事業者から指摘がないので
検討に至らない

 人口規模の小さい自治体を中心に
現状を把握し切れていない

 計画策定に向けた予算や人材・体
制の確保が困難、また、策定に必
要な知識・情報不足

 事業化に向けて必要となる予算の
確保が困難

 利用低迷による事業終了

 予算の確保とあわせて、交通事業
者との協議調整が課題として指摘

管内外の事例からみた工夫の視点
（特に各段階で工夫された視点）

「新技術活用」の視点
・既存の仕組みとＩＣＴ技術
の活用による事業化 等

「地域主体」の視点
・地域での課題共有・行政への提案 等

「他地域連携」の視点
・複数市町村、県と市町村による課題共有 等

「他地域連携」の視点
・複数市町村で、また県主体による計画策定 等

「関係者連携」の視点
・アドバイザーの活用による計画策定 等

「関係者連携」の視点
・アドバイザーの活用による事業化 等

「他分野連携」の視点
・既存サービス等を有効活用した事業内容 等

「地域主体」の視点
・地域への還元・一体となった利用促進 等

「関係者連携」の視点
・市民目線に立った利用促進等の提案・実践 等

「他分野連携」の視点
・他分野の需要とあわせた
安定的な運行 等

■東北地方での施策の推進に向けて取り組むべき方向性（案）

■各段階で取り組むべき方向性

・地域の課題を的確に把握
・市町村、地域住民、交通事業者、学識経験者、国、県の関
係構築と関係者の責任所在の明確化

・地域住民の生活圏を念頭に「他地域連携」も重要

必要性の
認識

・予算、人材、知識が不足する中で、アドバイザーの積極活用
・市町村へ他の主体からのフォロー・連携 等

計画策定

・計画策定段階同様に、アドバイザーの積極的な活用
・「他分野との連携」の視点にも立ち、クロスセクターベネフィッ
トの考え方に基づき、効果的な手法を検討

事業化

・利用主体となる住民との連携（自らの課題として認識してもら
うなど、意識転換をはじめとした関係構築が必要）

・地域の状況変化に的確に対応していくべく、継続的な見直し

事業継続
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■東北地方での施策の推進に向けて取り組むべき方向性（案）

3

■おわりに

関係主体の努力のもと、地域公共交通の確保・維持に向けた市町村による主体的な取組（実際の運行）は、８割以上の市町村で取組に着手。
また、アドバイザーの活用、他地域連携、他分野連携、利用者たる地域住民の主体的な取組促進といった、創意工夫がなされていることも確認された。

今後、地域公共交通の確保・維持に対するニーズが高まることが想定される中、地域公共交通に係る法制度の整備も進みつつあることから、
地域が自らの生活像・地域像を思い描き、その実現に向けて地域公共交通を有効に活用していくことが重要。

各主体単体の取組だけでなく、日頃からの情報共有など連携意識を持ち、相互連携して取り組むことで、一層の効果発揮が期待。
今後の変化による課題に対して柔軟かつ継続して取り組み、試行錯誤を繰り返していくことが、各地域に適した交通手段の追求に向けて重要である。

 地域公共交通の確保・維持の主体的な役割を担う市町村と
利用者たる地域住民、サービス提供主体となる交通事業者が
一体となり、取組を推進していくことが求められる。また、県や
国については、取組上の支障となる事項、課題等を解消する
など、これらの取組がしやすい環境整備を推進していくことが求
められる。

■主体別の関係性と役割

国：地域公共交通の確保・維持に向けたバックアップ
（市町村・県等が取り組みやすい環境づくり・支援）

市町村：

地域公共交通の確保・維
持に向けた主導的活動・
リーダーシップ

地域住民：

地域公共交通の確保・維
持を自らの課題として認
識し積極参画

交通事業者：

既存サービスの拡充と交
通事業のプロフェッショナ
ルとしての助言・協働

県：市町村の取組への積極参画・
調整・支援

（単一市町村では解決できない
課題への対応）

○市町村の取り組むべき方向性
 地域公共交通の確保・維持に向けた主導的な役割の実践
 住民ニーズや動向、既存サービス等の協力主体の掘り起こし
 アドバイザーや県・国担当者等の積極的な活用、関係者連携構築に向けた仕組みづくり
 単一交通手段の導入にとらわれない、多様な交通手段・まちづくり・福祉・観光等の多様な分野と
の連携への視点転換

 継続的なモニタリングの実施 等

○地域住民の取り組むべき方向性
 地域公共交通に関する課題・重要性の認識
 行政に頼るだけではなく、自らが地域公共交通を支えていくという意識醸成
 自ら取り組める事項からの積極的な参画、実践 等

○交通事業者の取り組むべき方向性
 既存サービスの拡充に向けた潜在需要の掘り起こし
 地域住民に安心して利用していただくための、安定的な運行の確保
 市町村との協働と併せて、事業継続に向けた営業・利用促進に係る主体的な活動
 地域の問題・課題の提起を含め、市町村の取り組みへの積極的な助言と協働した取組の実践 等

○県の取り組むべき方向性
 県としての「地域公共交通のあり方や指針」の検討・策定
 上記指針に基づく市町村に対する相談・支援、及び市町村との課題共有
 国の支援制度に該当しない路線網に対する支援等の検討
 市町村単独では対応困難な課題に対する計画策定や事業化等の支援、検討 等

○国の取り組むべき方向性
 ホームページや各種セミナー、シンポジウム開催等による法制度や支援制度、地域公共交通のあ
り方、計画立案手法等に関する情報の提供継続

 「地域公共交通東北仕事人制度」の活用促進に向けた取組
 市町村への相談対応・アドバイス・助言
 新たな技術開発動向や、これまでの交通の枠組みでは対応が困難となる他分野との連携等に対
する制度、支援のあり方に関する検討

 各主体の役割に応じた施策の進捗状況に関するモニタリング（見える化）と、審議会等への交通政
策基本計画の進捗状況の報告 等
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(4) 今後の交通施策の推進に向けた視点について（報告資料）



 

第 20回東北地方交通審議会報告資料 
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今後の交通施策の推進に向けた視点について 
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Ⅰ はじめに 
 
 
   平成１７年３月に東北地方交通審議会から答申された「東北地方にお

ける望ましい交通のあり方」（以下「１７年答申」という。）、また、平成

２２年の東北地方交通審議会において策定した「東北公共交通アクショ

ンプラン」（以下「アクションプラン」という。）に位置づけられた施策

の実施状況に関するフォローアップにより、各施策について取組が進め

られていることが確認できたものの、必ずしも東北地方全域で展開され

ておらず、課題もみられた。 

  

   特に、東北地方におけるさらなる人口減少や低密度化の進行、交通に

関わる人材不足、東日本大震災をはじめとした自然災害の頻発、経済情

勢変化による影響等を受け、公共交通の維持・確保が、答申時点より一

層厳しくなっている状況も確認することができた。 

 

   フォローアップ結果の報告では、引き続き１７年答申やアクションプ

ランの趣旨等を踏まえつつ、取組を継続していくことが重要とされてい

るが、このような公共交通をとりまく状況を踏まえ、東北地方全体に取

組を拡大していくためには、地域公共交通の確保・維持に対して主体的

な役割を担う地方公共団体（市町村・県）が抱える問題・課題や、それ

らに対する対応状況・工夫等を把握・分析することが重要と考えられる。 

 

   そのため、取組ができた地域とできなかった地域における相違・要因

等をはじめとして、交通の維持・確保に対する地方公共団体等の抱える

問題やその対応状況等、より詳細な情報収集・分析を進めていくために、

東北地方内全市町村を対象としたアンケート調査及び東北内外の工夫事

例に関する調査を実施し、分析を行った。 

 

 【調査実施概要】 

  ① 東北地方管内の市町村（公共交通担当部署）に対するアンケート調査 

   ・平成２９年１月５日配布、１月２７日回収期限 

   ・全２２７市町村へ配布、１９８市町村から回収（回収率：８７．２％） 

 

  ② 東北地方管内外の工夫事例の調査 

   ・管内外２４事例についての調査 

   ・一部ヒアリング調査等も実施 

1
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Ⅱ 地域公共交通の確保・維持に係る市町村の取組の現状 
 
１ 市町村の取組の現状 

（１）市町村の取組の現状 

⇒地域公共交通の確保・維持に対して、何かしらの取組を行っている市町

村が大半を占めている。 

 

  ・地域公共交通の確保・維持に対して、東北地方内の市町村では、主に

地域公共交通の運行に関する取組が進められている一方で、「地域公共

交通総合連携計画」や「地域公共交通網形成計画」といった総合的な

計画を策定している市町村は少なくなっている。 

  ・中でも、「コミュニティバスの運行」や「デマンド交通」、「市町村有償

運送」といった、市町村が主体となった地域公共交通の運行に係る取

組に対して、いずれかを現在継続して取組中である市町村が 78％を占

めている。今後実施を予定している市町村や、取り組んだが終了済み

の市町村等をあわせると 87％となっており、東北全体で何かしらの取

組が進められている。 

  ・なお、地域公共交通の確保・維持に向けて、「地域公共交通総合連携計

画」や「地域公共交通網形成計画」といった総合的な計画を策定した

市町村は半数となっている。 

 

図 地域公共交通の運行に対する取組状況（東北全体） 

 

  

現在、

取組を

継続中, 

78%
今後実施を

予定, 6%

取り組んだ

が終了済, 

3%

検討したが

実施せず, 

2%

検討してい

ない, 11%

(N=198)

計画策定市町村 ： ３７％

計画未策定市町村： ４１％
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⇒地域公共交通の運行を取組内容別にみると、「コミュニティバスの運行」

が最も取り組まれている。 

 

  ・「現在継続して取組中」と回答した比率が最も高い取組は、「コミュニテ

ィバスの運行」で東北全体の 56％に達している。また、今後実施を予定

している市町村や、取り組んだが終了済の市町村を含め、何かしらの取

組を実施した市町村は 67％に達している。 

  ・次いで、「市町村運営有償運送」、「デマンド交通の運行」の順に、継続率

が高い傾向となっている。 

 

  図 地域公共交通の運行に関する取組内容別にみた取組状況 

 

 

⇒なお、一部の市町村では路線バスへの補助のみを実施するに留まってい

る。 

 

  ・路線バスへの補助を実施している市

町村のうち、コミュニティバスやデ

マンド交通、有償運送といった市町

村による主体的な地域公共交通の運

行に取り組んでいない市町村は 12％

となっている。 

・補助を行っている市町村における取

組の背景として、路線バスの撤退防

止や交通事業者・県・近隣市町村か

らの要望等があげられている。  

56%

47%

51%

6%

10%

5%

5%

3%

1%

2%

8%

3%

31%

32%

40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コミュニティバスの運行(N=186)

デマンド交通の運行(N=184)

市町村運営有償運送(N=184)

現在継続して取組中 今後実施を予定 取り組んだが終了済

検討したが実施せず 検討していない

図 路線バスへの補助を実施し

ている市町村における、地域公

共交通の運行への取組状況 

交通事

業者へ

の補助

のみ実

施, 12%
それ以

外の取

組も実

施, 88%
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⇒地域公共交通の運行については、市町村の人口規模等によって取組内

容・取組状況が異なっている。 

 

  ・全体的な傾向としては、人口規模が大きい市町村ほど、コミュニティバ

スやデマンド交通の運行等の取組が進められている。 

・なお、人口規模の大きい市町村では、市町村合併等の影響もあり、合併

前市町村の取組を継続しているなどの動きも見られると想定される。 

 

  図 人口規模別にみた地域公共交通の運行に関する内容別取組状況 

 

人口 5,000 人未満 5,000～10,000 人 10,000～20,000 人 20,000～50,000 人 50,000 人以上 

■市町村による主体的な地域公共交通の運行への取組状況 

   

 
■内容別にみた取組状況 

     

 
■路線バスへの補助を実施している市町村における地域公共交通の運行への取組状況 

  
 

         

 

 

 

71%

0%
0%

4% 25%

(N=28)

63
%10

%

5%

5%
18
%

(N=40)

80
%

7%

2%0% 11
%

(N=46)

92
%

3% 0%
5%

(N=39)

88
%

5%5%
0%
2%

(N=42)

現在、 取組を継続中 今後実施を予定 取り組んだが終了済 検討したが実施せず 検討していない

46%

44%

46%

8%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コミュニティバスの運行

デマンド交通の運行

市町村運営有償運送

41%

41%

49%

5%

16%

3%

5%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

57%

38%

73%

10%

13%

5%

10%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

66%

54%

61%

3%

14%

6%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

69%

60%

86%

5%

5%

2%

2%

5%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在継続して取組中 今後実施を予定 取り組んだが終了済

42%

58%

(N=12)

32%

68%

(N=19)

3%

97%

(N=33)

4%

96%

(N=26)

3%

97%

(N=38)

交通事業者への補助のみ実施 それ以外の取組も実施
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２ 取組を進める上での課題 

 （１）取組の必要性の認識段階 

⇒住民や事業者からの指摘がないために、政策の優先順位も低く、地域公

共交通の確保・維持に対する必要性を認識していない可能性がある。 

 

  ・取組の必要性を検討しなかった市町村は東北地方全体で４市町村に限

られ、非常に少ない状況である。その背景として、「今後検討予定」が

多いが、その他、「政策の優先順位」、「人材不足」、「住民要望や不満が

ない」、「交通事業者が既に取り組んでいる」等がみられた。 

  ・一方、必要性の検討を行った結果として、「必要性がなかった」と回答

した市町村において、「政策の優先順位が低い」、「交通不便地域が存在

しない」、「住民要望や不満がない」といった回答が多い。 

  ・これらの市町村については、比較的人口規模が小さい自治体が多いこ

とが特徴としてあげられる。 

 

  図 取組の必要性を検討しなかった背景（検討未実施市町村） 

     

  図 取組の必要性がなかった背景（取組未着手市町村） 

 
 

1

1

0

0

1

1

2

0

0

①政策の優先順位が低い

②人材の不足、体制確保が困難

③既存の公共交通機関で採算性が確保

④交通不便地域が存在しない

⑤住民要望や不満がない

⑥交通事業者が既に取り組んでいる

⑦今後検討予定

⑧どのように検討したらよいか分からない

⑨その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%
N=4

3

0

1

3

2

0

①政策の優先順位が低い

②既存の公共交通機関で採算性が確保

③交通不便地域が存在しない

④住民要望や不満がない

⑤交通事業者から意見や要望がない

⑥その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%N=7
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（２）計画策定の段階 

⇒予算や人材・体制の確保が困難、また、計画策定に必要な知識・情報が

不足しているなどが課題としてあげられている。 

 

  ・計画策定が困難だった理由としては、「人材の不足・体制確保が困難」、 

「予算確保」、「必要となる知識・情報の不足」が多くあげられている 

  ・特に、計画策定についてできなかった市町村については、サンプル数

は少ないものの、「予算確保」や「必要となる知識・情報の不足」があ

げられている。 

 

  図 計画策定が困難であった理由（全体） 

 
  図 計画策定が困難であった理由（取組内容別） 

 

  

6

7

6

1

4

2

4

2

3

6

①予算が確保できなかった

②人材の不足、体制確保が困難

③必要となる知識・情報の不足

④キーマンの不在

⑤優先課題・政策が変わった

⑥住民との調整が困難

⑦交通事業者との調整が困難

⑧庁内関係者との調整が困難

⑨今後取り組む予定

⑩その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%N=23

67%

0%

67%

33%

33%

33%

33%

33%

67%

0%

8%

31%

8%

0%

15%

8%

15%

8%

8%

46%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①予算が確保できなかったから

②人材不足・体制確保が困難であったから

③必要となる知識・情報がなかったから

④職員の異動等により、計画策定に対するキーマンが不在と

なったから

⑤優先的に対応すべき課題・政策が変わったから

⑥住民との調整が困難であったから

⑦交通事業者との調整が困難であったから

⑧庁内関係者との調整が困難であったから

⑨今後取り組む予定である

⑩その他

計画策定関係(N=3) 地域公共交通の運行関係(N=13)

※計画策定関係：地域公共交通総合連携計画、または地域公共交通網形成計画のいずれ
かの計画に対して、取り組んでいる市町村 

※地域公共交通の運行関係：コミュニティバス、デマンド交通、有償運送、事業者への
補助に対して、取り組んでいる市町村 

（以下の設問でも同じ分類） 
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 （３）事業化の段階 

⇒計画策定と同様に、事業化段階においても、予算確保が課題としてあげ

られている。 

 

  ・「実施に向けて検討したが、実施まで至らなかった」市町村においては、

予算確保を理由とする市町村が多い。 

  ・計画策定、地域公共交通の運行関係ともに、予算確保に対する指摘比

率が高くなっているが、運行関係においては「その他」の中で、調査

した結果を考慮した判断もみられる。 

 
  図 取組内容別に見た事業実施困難の理由 

 

 

※地域公共交通の運行関係における「⑩その他」の主な内容  
 ・調査実施により、現状の運行システムの方が有効と判断  
 ・都市形成と住民ニーズとの整合性があわない  
 ・デマンドシステムが馴染まない               等 

 
  

43%

0%

29%

14%

14%

14%

14%

29%

43%

0%

25%

13%

6%

0%

13%

13%

19%

6%

13%

31%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①予算が確保できなかったから

②事業実施に対する人材不足・体制確保が困難であったから

③事業の実施に向けて必要となる知識・情報がなかったから

④職員の異動等により、事業実施に対するキーマンが不在と

なったから

⑤優先的に対応すべき課題・政策が変わったから

⑥住民との調整が困難であったから

⑦交通事業者との調整が困難であったから

⑧庁内関係者との調整が困難であったから

⑨今後取り組む予定である

⑩その他

計画策定関係(N=7) 地域公共交通の運行関係(N=16)
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 （４）事業継続の段階 

⇒関係者との協議・調整をあまり行っていない市町村が多いほか、利用低

迷・採算性確保が困難であったために、地域公共交通の運行を継続でき

ていない市町村がみられる。 

 

  ・「事業を終了した」市町村においては、協議・調整段階において、「特

に協議・調整は行わなかった」と回答した市町村が 32％。事業継続（取

組中）市町村よりも調整している比率が低い。 

 ・また、取組を終了した背景として、地域公共交通の運行関係では、「利

用実績がなかったから」や「採算性が乏しかったから」を挙げる市町

村が多い。  

 

  図 関係者との合意形成手法 

 
  図 取組終了の背景 

 

35%

0%

3%

6%

6%

0%

0%

23%

52%

17%

0%

8%

58%

33%

0%

0%

0%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①政策目的・目標が達成したから

②政策目的が消失したから

③予算の確保が困難となったから

④利用実績がなかったから

⑤採算性が乏しかったから

⑥人材の不足や体制整備が困難となったから

⑦関係者との調整が困難となったから

⑧特に理由はなく、時限的な対応を予定していたから

⑨その他

計画策定関係(N=31) 地域公共交通の運行関係(N=12)
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 ・なお、取組中の市町村及び今後取り組む予定の市町村とも、事業継続

にあたっての課題として、「①予算の確保」や「⑤交通事業者との調整」

をあげる市町村が多い。 特に、事業終了した市町村において「⑤交通

事業者との調整」の比率が高くなっている。  

 

  図 取組を継続する上での課題 

 

 

（５）国等に対するニーズ 

  ・普段の法制度に関する情報入手について、国のホームページを通じた

情報入手が多く、特に支援制度に係る情報に対するニーズが高い。 

・なお、その他、「他地域における事例やその成功要因」や「計画の立て

方」、「各種交通システムのしくみ」に関する情報ニーズも高くなって

いる。 

 

図 地域公共交通の確保・ 

維持に対して必要な情報 

  

  

86%

47%

32%

44%

63%

19%

6%

14%

5%

5%

81%

51%

44%

53%

81%

29%

13%

19%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①予算の確保

②人材の確保・体制の整備

③専門知識の習得

④地域住民との調整

⑤交通事業者との調整

⑥庁内関係者との調整

⑦外部人材の活用

⑧評価の実施

⑨その他

⑩特にない

事業継続（取組中）の市町村

（N=170)

事業終了の市町村（N=75)

165

142

77

134

108

106

41

33

30

3

4

①国の支援制度の内容

②県の支援制度の内容

③地域関係者との同意形成の方法

④他地域における事例やその成功要因

⑤計画の立て方

⑥各種交通システムのしくみ

⑦新技術の活用等

⑧どの人物が相談に乗ってくれるか

⑨どのコンサルタントを選べばよいのか

⑩その他

⑪特に必要な情報はない

0% 20% 40% 60% 80% 100%N=193
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Ⅲ 地域公共交通の確保・維持における、取組推進、事業化、

事業継続にあたっての工夫の視点 
 
１ アンケート調査からみた取組を進める上での市町村の工夫 

（１）取組の必要性の認識段階での工夫 

⇒予算・体制面で厳しい中、取組を進める上で、交通事業者や県・国と

の普段からの関係づくりが重要 

  ・取組の必要性を認識する上で、地域公共交通の確保・維持に対する相

談相手の有無について検証したところ、相談相手の構成には大きな差

は見られなかったものの、取組を実施している市町村は①交通事業者

や③県担当者、④東北運輸局・各運輸支局の担当者を相談相手として

いる比率が高かった。 

 

⇒「地域からの要望がない」から取り組まないという市町村が多い中、

本当に要望がないのか、ニーズ有無を的確に把握していくことが重要

  ・また、取組継続中の市町村については、「住民等からの要望」を受け、

各種取組に着手している傾向があることから、いかに住民等のニーズ

を的確に把握するかが重要と考えられる。 

 

  図 必要性の認識状況別にみた普段からの相談相手 

 

 

74%

54%

64%

59%

5%

16%

24%

2%

7%

1%

32%

38%

35%

32%

3%

12%

6%

0%

9%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①交通事業者（協会を含む）

②他市町村の担当者

③都道府県の担当者

④東北運輸局・各運輸支局の担当者

⑤東北地方整備局・各事務所の担当者

⑥コンサルタント

⑦学識経験者

⑧その他

⑨相談できる相手が欲しいが、

特定の相手がおらず、困っている

⑩特に相談する必要はない

必要性を認識し取り組んでいる市町村（N=164)

必要性がない、あるが実施しなかった市町村（N=34）
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（２）計画策定の段階での工夫 

⇒国や学識経験者等との関係を普段から構築し、その関係性を活かし

て、地域住民等へアプローチしていくことが有効 

  ・計画策定に取り組んでいる（予定・終了含む）市町村では、交通事業

者や国、コンサルタント、学識経験者を相談相手として持つ比率が高

い。また、計画策定に着手している（着手予定の）市町村では、「取組

の目標の設定」や「地域住民との合意形成」、「上位計画への位置づけ」

等について工夫している。 

 

  図 計画策定への取組状況別にみた普段の相談相手  

 

  図 計画策定への取組状況別にみた工夫点  

  

 

75%

46%

56%

71%

8%

31%

39%

0%

0%

12%

62%

57%

62%

43%

2%

5%

8%

4%

0%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①交通事業者（協会を含む）

②他市町村の担当者

③都道府県の担当者

④東北運輸局・各運輸支局の担当者

⑤東北地方整備局・各事務所の担当者

⑥コンサルタント

⑦学識経験者

⑧その他

⑨相談できる相手が欲しいが、

特定の相手がおらず、困っている

⑩特に相談する必要はない

計画策定取組市町村(N=85) 計画策定非取組市町村(N=111)

36%

50%

36%

23%

18%

14%

23%

9%

27%

33%

59%

81%

37%

41%

30%

26%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①上位計画への位置づけ

②取組の目標の設定

③地域住民との合意形成

④関係者の役割分担を明確化

⑤取組に必要となる専門知識の習得

⑥周知策の実施

⑦外部人材の活用

⑧その他

⑨特に何もしていない

取組継続中（N=22) 今後実施を予定（N=27）
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（３）事業化の段階での工夫 

⇒予算・体制確保に課題がある中で、アドバイザー等の活用が事業化に

あたって有効 

  ・取組を実施する上で関係者との協議調整状況をみると、事業化した市

町村では、合同もしくは個別協議を実施した市町村が合計７２％（合

同 26％＋個別 46％）と多い。 

  ・また、合意形成の上で、事業化している市町村の方が、アドバイザー

が入っている。 

 

  図 関係者との協議・調整上のアドバイザーの有無 

 
 

 

 

 

（４）事業継続の段階での工夫 

⇒地域公共交通の主たる利用者となる住民等に対する工夫が多くなっ

ている 

  ・事業継続市町村においては、「地域住民との合意形成」や「周知策の実

施」に対して工夫した市町村が多く、特に、地域公共交通を運行して

いる市町村において、そのような観点での工夫が挙げられている。 

  ・また、財政状況が厳しい中で、運輸系の補助以外の支援制度を活用し

た事例もみられる。 

 
 
 
 
 
 
 

59%

27%

41%

73%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業実施市町村（N=120)

事業未実施市町村（N=52）

①入っている ②入っていない
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  図 事業継続にあたっての工夫点 

 

 

⇒計画策定市町村の方が、利用環境整備や利用促進方策をはじめとした

取組に着手している。 

  ・地域公共交通の運行において「地域公共交通網形成計画」等の総合的

な計画策定は必須ではないものの、計画を策定することにより、運行

以外の多様な取組を実施している市町村が多くなっている。 

 

  図 計画策定状況と利用環境整備等の取組状況 

  

36%

50%

36%

23%

18%

14%

23%

9%

27%

15%

18%

43%

18%

9%

40%

4%

9%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①上位計画への位置づけ

②取組の目標の設定

③地域住民との合意形成

④関係者の役割分担を明確化

⑤取組に必要となる専門知識の習得

⑥周知策の実施

⑦外部人材の活用

⑧その他

⑨特に何もしていない

計画策定関係(N=22) 地域公共交通の運行関係(N=147)

64%

57%

43%

19%

0%

5%

5%

14%

3%

0%

0%

2%

12%

29%

47%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計画策定済または予定(N=84)

検討したが策定していない(N=7)

計画策定について検討していない
(N=104)

現在、取組を継続中 今後実施を予定 取り組んだが終了済

検討したが実施せず 検討していない

利用環境改善

や利用促進

について
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２ 管内外の事例を含めた工夫の視点 

   Ⅱで整理した通り、東北地方の各市町村に対するアンケーを実施した

結果、地域公共交通の確保・維持を進める取組の各段階に応じて課題が

あることを確認した。一方で、Ⅲ１で整理した通り、東北地方内及びそ

の他地域において、取り組まれている事例の中には、様々な工夫によっ

て課題を解決していることが把握された。 

   本節では、アンケートで把握した各段階での課題解決策を探るため、

東北地方内外の地域公共交通の確保・維持に対する取組事例を調査し、

次の５つの視点に基づき、その特徴や東北地方での取組の推進に有効と

考えられる方向性について整理する。 

  

  ≪管内外の事例からみた工夫の視点≫ 

   ・地域主体の取組：課題共有・事業継続へ向け意識転換・責任明確化 

   ・関係者との連携：外部人材の積極活用による市町村の取組の支援 

   ・他分野との連携：交通の枠組みにとらわれず、多様な資源等を活用 

   ・他地域との連携：単一市町村のみでは対応できない課題への対応 

   ・新技術の活用 ：ICT 等を積極的に活用しながら運行・事業化 

 

 図 管内外の取組事例における工夫の視点（概要） 
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 （１）地域主体の取組を行っている事例 ⇒ 特に 必要性の認識・事業継続 

⇒必要性の認識段階で、住民側から市町村に訴え、市町村と課題共有を

図るとともに、住民が地域公共交通の運行に主体的に取り組むことで

事業継続につなげている 

  ・民間路線バスが撤退する中で、地域が

主体となって様々な取組を進めてい

る事例がみられる。 

  ・中でも、地域での協議会の設立や調査

の実施による実態把握、運行計画の立

案、地域を参画する仕組みを構築し、

地域に還元することによって取組意 

欲の向上、継続的・定期的な見直しの実践により、利用しやすい環境

を追求する事例等がみられる。 

  ・特に、会津若松市の事例では、町内会など、地域住民が主体となって

運行協議会を設立し、コミュニティバスの運行につなげている。 

  ・東北地方の市町村において、事業継続にあたり「地域への合意形成・

説明・周知」が重要な視点となる中で、このような事例を参考に、地

域主体の取組を促進していくことが有効と考えられる。 

 

 （２）関係者との協働により、特にアドバイザーを有効に活用した事例 

        ⇒ 特に 計画策定・事業化・事業継続 

⇒必要性の認識から計画策定、事業化、事業継続の全般に渡り、アドバ

イザーを活用することで、地域公共交通の確保・維持につなげている

  ・「地域公共交通東北仕事人」制度を有

効に活用し、計画策定・事業化・事業

継続にわたって、アドバイザーを有効

に活用した事例がみられる。 

  ・特に青森県弘前市の事例では、登録さ

れた仕事人が市民目線に立ってモビ

リティ・マネジメント活動に取り組ん

でいる。 

  ・一方、東北地方の市町村においては、同制度に対する認知度・活用状

況は必ずしも高いとは言い難い。 

  ・事業化にあたっての合意形成においては、アドバイザーの有無が重要

となっている状況をかんがみ、このような事例を参考に、取組を促進

していくことが有効と考えられる。 

図 事例（福島県会津若松市） 

図 事例（青森県弘前市） 
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 （３）交通以外の他分野と連携した事例  ⇒ 特に事業化・事業継続 

⇒予算・体制面で厳しい中、事業化(事業化にあたっての計画策定を含

む)にあたって、交通の枠組みにとらわれず、多様な分野と連携する

ことで、地域公共交通の安定的な運行につなげている 

  ・地域公共交通の対象となる地域住民の人口減少が進む中で、多様な分

野と連携した取組により、安定的な運行を確保している事例がみられ、

特に、観光分野との連携や福祉施策、まちづくり施策との連携、旅客

流動に限らず物流との連携による需要の確保もみられる。 

  ・中でも、山形県尾花沢市の事例では、

観光地である銀山温泉と最寄駅との

間の路線バスについて、観光客輸送

の機能を持ちながら、地元住民も利

用しやすく配慮し、地元住民の運賃

を低減させるなどの工夫がみられる。 

  ・また、千葉県南房総市の事例では、

高速バスを活用し、一部区間で一般

乗降を行うことにより、一般路線バ

スの維持・確保につなげている。 

東北地方内にも高速バス路線が多数

運行されており、地域公共交通に対

する各種モードの導入に限らず、広 

域流動と組み合わせることも、維持・確保に向けた方策の一つとして

想定される。 

  ・このように、東北地方全体において人口減少が叫ばれる中、多様な既

存資源を活用しつつ、地域公共交通を他分野と合わせて共存させてい

く仕組みの構築が有効と考えられる。 

 

（４）自地域内に限らず、他地域と連携した事例 

 ⇒ 特に 必要性の認識・計画策定 

⇒生活圏が市町村域を跨いでいる市町村や、単一市町村のみでは課題解

決が困難な状況において、必要性の認識・計画策定・事業化の各段階

で、複数市町村の連携や県による主体的な取組がみられる 

  ・財政状況や市町村における人員体制の構築が厳しい中、複数市町村間

の連携や広域交通流動との連携といった視点により、一地方公共団体 

   単独では困難な状況を多様な連携の中で対応している事例がみられる。 

  

図 事例（山形県尾花沢市） 

図 事例（千葉県南房総市） 
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  ・東北地方においても、定住自立圏構

想の制度を有効活用した事例がみら

れ、中でも山形県山形市・中山町の

事例では、従前山形市内のみで乗合

タクシーを運行していたところ、地

域住民の生活圏等を考慮し、隣接す

る中山町まで運行区間を延長してい

る。 

・このように、地域公共交通に関する課題を共有する隣接する市町村間   

で、住民の生活圏に対応した地域公共交通の導入は重要であると考え

られる。 

  ・このような他地域連携については、県の役割も重要と想定され、市町

村では対応が困難な場合における計画策定や、既存の補助制度の対象

とならない路線に対する支援方策等を検討することも有効と考えられ

る。 

 

 （５）従来の枠組みでは対応が難しい場合に、ＩＴ技術等を活用した対応を

図った事例    ⇒ 特に 事業化 

⇒従来の考え方の中では対応が困難な場合において、近年の新たな技術

動向を積極的に活用しながら事業化を進め、地域公共交通の確保につ

なげている 

  ・公共交通事業を担うべき事業者等が不在となる中では、地域の資源と

最新の ICT 技術等を活用することによって、地域公共交通の確保を進

める動きもみられる。 

  ・この場合、路線バスやコミュニティバス、デマンド型交通等の交通モ

ードにとらわれず、一般タクシーの活用・利用環境の改善や、京都府

京丹後市での自家用自動車有償運送事業のように、ICT 技術を活用する

ことで、乗降場所指定の容易化や多言語対応・クレジット決済対応等

を可能にするなどの事例がある。 

図 事例（京都府京丹後市） 

 
 

図 事例（山形県山形市・中山町） 
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Ⅳ 東北地方での施策の推進に向けて取り組むべき方向性（案）  
 
１ 地域公共交通の確保・維持に向けて 

   市町村に対するアンケート調査結果及び管内外の工夫事例調査結果か

ら、地域公共交通の確保・維持に向けて取り組む段階ごとに、市町村が

抱える課題とその対応にあたっての工夫の視点については、次の通り、

整理される。 

地域公共交通の確保・維持に向けては、特に工夫事例から見た視点を

参考に、各段階で関係主体が取組を推進していくことが求められる。 

 

表 取組を推進する上での課題と工夫の視点 

 取組を推進する上で市町村が 

抱える課題 
工夫事例から見た視点 

必
要
性
の
認
識 

○住民や交通事業者からの指摘が

ないことで検討に至っていない 

○小規模自治体等が多く、地域公共

交通の現状について把握し切れ

ていない可能性が想定される。 

→取組を推進している市町村では、

国や県といった外部からの働き

かけではなく、地域からの要望に

対して、市町村が主体的に取り組

んでいくことで対応している 

計
画
の
策
定 

○計画策定が困難な市町村につい

ては、予算確保や人材不足、必要

な知識・情報不足等が指摘されて

いる。 

→国や学識経験者等との関係を普

段から構築し、その関係性を活か

して、地域住民等へアプローチし

ていくことが有効と考えられる 

事
業
化 

○事業化に至らなかった市町村に

ついては、予算確保が困難であっ

たことが主に指摘されている。 

→予算・体制確保に課題がある中

で、関係者との協議や調整の上

で、アドバイザー等の活用が事業

化にあたって有効となっている。

事
業
継
続 

○事業継続の上でも予算確保は重

要な課題として指摘がある。 

○特に、利用の低迷や採算性確保が

困難なために事業が終了した市

町村がある 

○あわせて、交通事業者との協議調

整を事業継続上の課題として指

摘する市町村も多い。 

→地域公共交通の主たる利用者と

なる住民等との合意形成や周知

策の実施など、地域を対象とした

取組により工夫をしている事例

がみられる。 

→また、地域公共交通の確保・維持

に係る計画を策定している市町

村において、利用環境改善や利用

促進策の展開等、総合的な取組が

進められている。 
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２ 段階ごとの取り組むべき方向性（案） 

（１）取組の必要性の認識段階 

   地域公共交通の確保・維持に取り組む上でまず重要なのは、対象とな

る地域の課題を的確に認識することである。 

   利用者や交通事業者からの指摘、意見、要望がない中でも、果たして

本当に課題は存在しないのか、地域住民の生活と公共交通サービスの現

状が整合しているのか、等の観点から、地域の課題を把握していくこと

が求められる。 

   特に、市町村、地域住民、交通事業者、学識経験者、国、県との「関

係主体間の連携」を促進していくことが重要であり、その中で関係者の

責任所在を明確化しながら対応していくことが求められる。 

   また、地域の課題については自市町村内で対応できない可能性もある

ことから、地域住民の生活圏等を念頭に、「他地域連携」を図っていくこ

とも重要となる。 

 

（２）計画策定段階 

   地域公共交通の運行にあたり、地域公共交通網形成計画等の計画策定

が必須条件とはなっていないものの、計画を策定した市町村については、

以降の段階における総合的な取組の推進につながる有効性が確認された。 

   計画策定に向けては、相談相手が少ないことが関係者間の調整を難し

くするだけでなく、事業の推進にあたって障壁となりかねないことから、

（１）の取組の必要性の認識段階と同様に、関係者間との普段からの関

係構築が重要と考えられる。 

特に、予算不足、自治体内での体制確保が困難な中、また、関係者間

のつながりがない中では、「地域公共交通東北仕事人制度」等を活用しな

がら、アドバイザーを効果的に活用していくことが有効と考えられる。

その他、市町村の取組に対して、他の関係主体からのフォロー等も重要

となる。 

   なお、人口規模の小さい市町村等については、アドバイザーに限らず、

隣接市町村等の生活圏が重なる自治体間の連携も重要となる。 
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（３）事業化段階 

   地域公共交通の運行に向けては、計画策定段階と同様に、関係者間の

連携が非常に重要となる。また、事業化にあたっては、地域住民の生活

交通の確保やそれに向けた交通手段の導入だけを目的とせず、自地域内

に現有資源がないか、また、既存交通サービスの有効活用が図れないか、

などを検証し、改善を図りつつ、活用していくことが効果的である。 

特に、予算確保が課題となる中では、アドバイザーからの助言等を活

用しつつ、従来の交通の枠組みにとらわれずに交通以外の福祉やまちづ

くり、観光等の「他分野との連携」の視点にも立ち、クロスセクターベ

ネフィット※の考え方に基づき、効果的な手法を検討していくことが重要

となる。 

 

（４）事業継続段階 

   地域公共交通については、導入することが目的ではなく、地域住民の

生活の足として機能することが求められる。そのため、利用主体となる

住民との連携は非常に重要であり、地域主導の仕組みを構築、展開して

いくことの有効性が高いと想定される。 

   特に、予算確保が課題となる中では、事業継続にあたっては、いかに

利用してもらうかが重要であり、住民に自らの課題として認識してもら

うなど、意識転換をはじめとした関係構築こそが重要となる。 

   また、関係主体間の役割分担のもとで、地域の課題やニーズの状況を

継続的に把握していくとともに、状況の変化に対応しながら、継続的な

見直しを繰り返していくことにより、より地域に適した交通の確保を追

求していくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）クロスセクターベネフィット： 
  公共交通の活性化による便益が、他の部門に波及するという考え方。例えば、地域公

共交通の運行により、高齢者などの外出機会が増え健康が増進されることで、自治体内
部では別の担当部署である福祉・医療部門で費用が削減され、地域行政組織全体で費用
が低下することが期待される。 
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３ 関係主体の役割等 

（１）主体別の関係性 

   地域公共交通の確保・維持に向けては、２で整理した取り組むべき方

向性に基づき、取組の主体的な役割を担う市町村と利用者たる地域住民、

サービス提供主体となる交通事業者が一体となり、取組を推進していく

ことが求められる。また、県や国については、取組上の支障となる事項、

課題等を解消するなど、これらの取組がしやすい環境整備を推進してい

くことが求められる。 

 

  図 取組推進に向けた各主体の関係性・役割概要 

 

 

（２）主体別の役割等 

  ①市町村の取り組むべき方向性 

   地域公共交通の確保・維持にあたっては、計画策定主体や事業主体と

なるなど、市町村が重要な役割を担っている。よって、地域へ目を配ら

せることにより自地域内の課題を的確に把握しつつ、多様な連携を念頭

に、関係者間の協議・調整の場を構築し、潜在需要や協力主体の掘り起

こしを進めながら、以下のような視点から取組を推進していくことが求

められる。 

国：地域公共交通の確保・維持に向けたバックアップ
（市町村・県等が取り組みやすい環境づくり・支援）

市町村：

地域公共交通の確保・維
持に向けた主導的活動・
リーダーシップ

地域住民：

地域公共交通の確保・維
持を自らの課題として認
識し積極参画

交通事業者：

既存サービスの拡充と交
通事業のプロフェッショナ
ルとしての助言・協働

県：市町村の取組への積極参画・
調整・支援

（単一市町村では解決できない
課題への対応）
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   ・地域公共交通の確保・維持に向けた主導的な役割の実践 

   ・住民ニーズや動向、既存サービス等の協力主体の掘り起こし 

   ・アドバイザーや県・国担当者等の積極的な活用、関係者連携構築に

向けた仕組みづくり 

   ・単一交通手段の導入にとらわれない、多様な交通手段、まちづくり・

福祉・観光等の多様な分野との連携への視点転換 

   ・継続的なモニタリングの実施                等 

 

  ②地域住民の取り組むべき方向性 

   地域公共交通の利用者となる地域住民については、市町村や交通事業

者から提供されるサービスの享受のみを前提とするのではなく、地域に

おける望ましい暮らし方・生活像を想像・思考するとともに、地域内で

共有しながら、地域公共交通の社会的意義・役割の重要性を認識し、望

ましい暮らし方の実現に向けて地域公共交通をはじめとした社会インフ

ラを積極的に利活用していくなど、確保・維持を自らの課題として捉え、

参画していくなど、以下のような視点から取組を推進していくことが求

められる。 

   ・地域公共交通に関する課題・重要性の認識 

   ・行政に頼るだけではなく、自らが地域公共交通を支えていくという

意識醸成 

   ・自ら取り組める事項からの積極的な参画、実践        等 

 

  ③交通事業者の取り組むべき方向性 

   地域公共交通の運行を担う交通事業者については、自らの営業収入を

確保していくためにも、既存サービスの拡充をはじめ、より多くの人の

利用につながるような取組の推進が求められる。また、交通事業のプロ

フェッショナルとして、地域公共交通の確保・維持に向けた市町村や地

域住民等の取組に対し、積極的に参画していくなど、以下のような視点

から取組を推進していくことが求められる。 

   ・既存サービスの拡充に向けた潜在需要の掘り起こし 

   ・地域住民に安心して利用していただくための、安定的な運行の確保 

   ・市町村との協働と併せて、事業継続に向けた営業・利用促進に係る

主体的な活動 

   ・地域の問題・課題の提起を含め、市町村の取組への積極的な助言と

協働した取組の実践                    等 

 

  ④県の取り組むべき方向性 

   地域公共交通の確保・維持に関しては、市町村と比較すると主体的な
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取組が求められる立場ではないものの、県としての広域的な公共交通ネ

ットワークの確保・維持にもつながる観点から、その接続するフィーダ

ー部分への取組に関しても、県独自の考え方を定め対応していくことが

有用である。また、市町村単体では取り組むことが困難な課題に対して、

例えば、支援の一環として市町村と協働して主体的に取り組んでいくな

ど、以下のような視点から取組を推進していくことが求められる 

   ・県としての「地域公共交通のあり方や指針」の検討・策定 

   ・上記指針に基づく、市町村に対する相談・支援、及び市町村との課

題共有 

   ・国の支援制度に該当しない路線網に対する支援等の検討 

   ・市町村単独では対応困難な課題に対する計画策定や事業化等の支援、

検討                           等 

 

  ⑤国の取り組むべき方向性 

地域公共交通の確保・維持に対する市町村や地域住民、交通事業者等

の取組をさらに推進すべく、取組に際して有効となる情報や支援がこれ

まで以上に各市町村へ行き渡るよう、取組やすい環境づくりを進めてい

くことが求められる。 

また、現在、国においては、交通政策基本計画に基づき、国が講ずる

べき施策等を定めた交通政策基本計画に基づく取組を行っているところ

であるが、取組の推進にあたっては、地域の実情を踏まえた課題への対

応が必要不可欠である。そのため、今後、東北地方において交通政策基

本計画を推進するにあたっては、上記の視点や方向性を踏まえ、個別課

題への対処療法的な対応に限らず、計画に定める３つの基本方針全般に

渡った横断的な対応や波及効果も視野に入れながら、地域住民、交通事

業者、地方公共団体等と連携・協働のもと、漸進的に課題を解決すると

いう視点をはじめ、以下のような取組を推進していくことが求められる。 

・ホームページや各種セミナー、シンポジウム開催等による法制度や支

援制度、地域公共交通のあり方、計画立案手法等に関する情報の提供

継続 

 （地域公共交通に限らず、他分野連携等も視野に入れた情報提供） 

・「地域公共交通東北仕事人制度」の活用促進に向けた取組 

・市町村への相談対応・アドバイス・助言 

・新たな技術開発動向や、これまでの交通の枠組みでは対応が困難とな

る他分野との連携等に対する制度、支援のあり方に関する検討 

   ・各主体の役割に応じた施策の進捗状況に関するモニタリング（見え

る化）と、審議会等への交通政策基本計画の進捗状況の報告         

等 
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Ⅴ おわりに 
 

  政策推進部会では、１７年答申やアクションプランに位置づけられた施策

の実現状況と、今後の交通施策に向けた課題及び新たな展望を踏まえつつ、

市町村に対して地域公共交通の確保・維持への取組状況や課題、課題解決に

向けた工夫点に関する調査等を実施し、今後の交通施策の推進に向けた視点

について、本報告をとりまとめた。 

  本調査の結果からは、コミュニティバスやデマンド交通、市町村有償旅客

運送といった市町村が主体となった地域公共交通の運行については、東北全

体の８割以上の市町村において、何かしらの取組が進められているほか、ア

ドバイザー等の有効活用や、他地域との連携による課題共有及び計画策定等

の取組の推進、交通以外の他の行政分野との連携による安定的な運行の確保、

そして、利用者たる地域の主体的な取組の促進による地域公共交通の確保等、

厳しい状況に対して様々な創意工夫がなされていることも把握された。 

東北地方は大都市圏が少なく、規模の経済が機能しづらいことから、とも

すると公共交通における条件不利地域として捉えられる一方、本調査結果か

らは、地域において様々な試行錯誤が繰り返され、多様な取組が行われてい

る実態が明らかとなった。このことは、今後、人口減少や低密度化の進行、

交通に関わる人材不足をはじめとした、地域公共交通の確保・維持を取り巻

く状況が厳しくなる中、東北地方における課題解決は決して困難ではないこ

とを示しており、むしろ、厳しい条件があるからこそ、現状に甘んじること

なく、地域が自ら課題解決に取り組む意識が醸成されているともいえる。 

  また、交通に関する制度・政策面での整備は進みつつあり、地域の主体性

を重視しながら、地域公共交通の確保・維持に対する取組を推進していくこ

とが求められている。今後も、地域が自らの生活像・地域像を思い描き、そ

の実現に向けて地域公共交通を有効に活用していくことが重要と考えられる。 

このためには、地域公共交通の確保・維持に対する関係主体が多岐にわた

る中で、関係主体間の連携を強化しつつ綿密に協議・調整を図りながら、現

状・課題への認識・情報を共有していくことが重要である。特に、Ⅳでそれ

ぞれ明記した役割に留意しつつ、関係主体が日頃からの情報共有など連携意

識を持ち、地域公共交通の確保・維持に向けた各段階において相互に連携し

て取り組むことで、取組による一層の効果を発揮することが期待される。さ

らに、東北における今後の変化による課題に対して、柔軟かつ継続して取り

組んでいき、様々な試行錯誤を繰り返していくことが重要である。 

  あわせて、本報告に示した地域の実情に応じてなされた創意工夫を踏まえ

つつ、地域公共交通の確保・維持に対する取組が推進されることを期待する。  
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２ これまでの検討経過 

 

第７回政策推進部会（平成２８年８月４日） 

  ○平成１７年答申フォローアップについて（検討） 

  ○今後のスケジュールについて（検討） 

第８回政策推進部会（平成２８年９月２３日） 

  ○平成１７年答申フォローアップについて（検討） 

  ○交通政策基本計画の推進状況について（報告） 

○今後の交通施策の進め方について（検討） 

第９回政策推進部会（平成２８年１０月２８日） 

  ○平成１７年答申フォローアップについて（審議会報告内容の決定） 

  ○今後の交通施策の進め方について（検討） 

 

   ⇒ 第 19 回東北地方交通審議会へフォローアップ結果について報告 

   ⇒ 管下市町村に対するアンケート調査、工夫事例の収集を実施 

    ・配布：平成２９年１月５日、回収：平成２９年１月２７日 

 

第１０回政策推進部会（平成２９年２月６日） 

  ○調査結果（速報）の報告 

  ○東北地方における交通施策の推進に向けた視点について（検討） 

 

第１１回政策推進部会（平成２９年２月２４日） 

  ○調査分析結果 

  ○東北地方における交通施策の推進に向けた視点について（審議会報告内

容の決定） 
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3-1 
 

第３編 東北地方交通審議会（政策推進部会を含む）の開

催に係る事務補助 

 

 

第１編、第２編の検討に際し、東北地方交通審議会政策推進部会で計 5 回の会議を

開催したほか、前述の通り 2 回の東北地方交通審議会に検討結果について報告した。 

具体的には、会議時の資料説明を行ったほか、会議録について取りまとめた。 

開催概要は下記の通りである。 

 

 

表 3-1 東北地方交通審議会（政策推進部会を含む）の開催状況 

会議名称 開催日時 主な議題（本業務関連） 

第 7 回政策推進部会 平成 28 年 8 月 4 日 

15 時～17時 

（１）平成 17 年答申のフォローアッ

プについて 

（２）今後のスケジュールについて 

第 8 回政策推進部会 平成 28 年 9 月 23 日 

13 時～15時 

（１）交通関係政策の動き 

   交通政策基本計画の推進状況 

（２）平成 17 年答申のフォローアッ

プについて 

（３）今後の進め方について 

第 9 回政策推進部会 平成 28 年 10 月 28 日

13 時～15時 

（１）平成 17 年答申のフォローアッ

プについて 

（２）今後の進め方について 

第 19回東北地方交通審議会 平成 28 年 11 月 28 日

13 時～15時 

（１）平成 17 年答申のフォローアッ

プについて 

（２）今後の進め方について 

第 10回政策推進部会 平成 29 年 2 月 6 日 

15 時 30 分～17時 

（１）第 19 回東北地方交通審議会に

ついて（報告） 

（２）調査等について 

（３）東北地方交通審議会への報告

（骨子案）について 

第 11回政策推進部会 平成 29 年 2 月 24 日 

13 時～15時 

（１）調査結果について 

（２）東北地方交通審議会への報告

（案）について 

第 20回東北地方交通審議会 平成 29 年 3 月 17 日 

13 時～15時 

（１）今後の交通施策の推進に向けた

視点について 
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第 19回東北地方交通審議会 議事要旨 

日 時：2016 年 11 月 28 日（月） 13:30～15:30 

場 所：仙台サンプラザホテル ３階 「クリスタルルーム」 

参加者：宇部会長、一力委員、奥村委員、松本臨時委員（代理出席：菅原東日本旅客鉄道株式会

社仙台支社総務部企画室長）、澤田臨時委員、伊壺臨時委員、佐々木臨時委員、須藤臨

時委員、平岡臨時委員、西宮臨時委員、新妻臨時委員、竹内臨時委員（代理出席：竹田

東北管区警察局総務観察・広域調整部広域調整第二課長）、三村臨時委員（代理出席：

原田青森県企画政策部長）、達増臨時委員（代理出席：大坊岩手県政策地域部地域振興

室交通課長）、村井臨時委員（代理出席：大山宮城県災害復興・企画部次長）、佐竹臨時

委員（代理出席：猿橋秋田県観光スポーツ部次長）、吉村臨時委員（代理出席：川合山

形県企画振興部交通政策課交通政策主査）、奥山臨時委員（代理出席：鈴木仙台市都市

整備局総合交通政策部部長） 

 

議題 

 （１）平成 17 年答申のフォローアップについて 

 （２）今後の進め方について 

 （３）東北における観光振興の取組について 

 （４）その他 

○4 つの議題について、それぞれ資料に基づき、事務局より説明 

 

○主な意見・質疑等 

（１） 平成 17 年答申のフォローアップについて（資料１～３） 

（宇部会長）取組推進の成否において、現時点で明らかなことはあるのか。 

（奥村委員）１点目として新制度等の導入に関する情報への感度の差が上げられる。運輸局から交

通分野に関する専門家リストを作成している（公共交通仕事人制度）。そのような制

度を活用して新しい取組を進めている場所はある。しかし、制度が十分に認知されて

いなかったり活用されていない場合もある。２点目は、地域の実情を鑑みた際に、現

状のサービスを維持していくという場合と、その範囲を超えて抜本的な考え方が必要

な場合がある。抜本的な解決策が必要な場合は取組が進みにくかったり、理解が得ら

れにくい。このようなことからも、地域の状況を見る必要があると言える。 

（宇部会長）課題として「人手不足」が挙げられているが現場の意見はどうか。 

（伊壺臨時委員）人手不足については、深刻であるが現状では打つ手が無い。震災以降、急激に人手不

足が深刻化していたが、安定した職を求めて応募者も出てきており、わずかながら先

が見え始めてきた実感もある。バスの運転手についてはそのような状況である。 

（佐々木臨時委員）タクシーについても人材確保が喫緊の課題である。特に待遇の問題が影響しており、

容易には解決しない課題である。改正タクシー適正化・活性化法により、東北では秋

田市、仙台市が特定地域に指定された。それに基づき対応を粛々と進めている。それ

に伴う様々な課題も存在するが取組を進めていくことが重要である。 

（尾関局長）政府としても、人手不足は問題視しており、人口減少が避けられない現状で長期的な

視点で捉える必要がある。国土交通省では「生産性革命」を推進しており、連結トラ

ックや自動運転など技術革新を活用した生産性向上を目指している。また、個別地域

の実態を踏まえた対策が重要である。 

（澤田臨時委員）事業者、自治体ごとに課題が異なっていることを実感している。国土交通省から新し
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い政策等を照会いただき各社へ照会している。現場の勉強不足もあり、十分に活用さ

れていない場合もあるが、更なる指導をお願いしたい。近況としては、道南いさりび

鉄道（株）が参画した。 

 

（２） 今後の進め方について（資料４） 

（宇部会長）このアンケートは、自治体を対照としたものとするのか。また、各自治体から意見等

はあるか。 

（事務局）そうである。 

（原田代理）特に異論はない。 

（大山代理）何故次の段階に進めないのか、取組を推進するために把握するアンケートは良いこと

だと考える。 

（川合代理）地元の声を反映し、東北全体の状況がわかる結果になればありがたい。 

（鈴木代理）仙台市においても今後人口減少が進む可能性があり、自立した公共交通の実現が難し

くなると考える。今後、持続可能な地域公共交通の実現が求められる、鉄道と路線バ

スを組み合わせた交通ネットワークを構築しているところであるが、それだけではま

かなえない地域も存在する。そのような地域をどのように補完もしくは自立させてい

くかが課題である。そのような視点で掘り下げられればと考える。 

（猿橋代理）自動運転等の新しい技術に関する知見を得たいと考える。 

（大坊代理）地域ごとに様々な課題があり、正解は１つではないと考える。街中と過疎地における

交通空白地域など、その地域にあった丁寧な検討をお願いしたい。 

（事務局）アンケートは自治体向け、ヒアリングは自治体の他、事業者についても対象と考えて

いる。 

（西宮臨時委員）①港湾における災害時の対応について、運輸局、整備局、海上保安庁のそれぞれが個

別に検討を進めており、一本化を図って欲しい。②自治体へのアンケート調査につい

ては、批判を受けるのを避けた回答が示されるのは明らかであり、再考の必要がある

のではないか。特に、「感じた・感じない」など、定性的な評価では担当者の個人的

な受け止め方の影響が生じてしまうのではないか。③来年３月の第２０回東北地方交

通審議会に日程調整は早い段階で行っていただきたい。 

（事務局）①個別検討の現状の連携については実現可能か検討していきたい。②アンケート調査

については、より効果的な手法を引き続き検討していきたい。③日程調整については

早い段階で行えるようにする。 

（宇部会長）いただいた意見に基づき提案内容を詰めて、進めていくことでよろしいか。 

（ 一 同 ）異議なし。 

（宇部会長）本案に従って、検討を進めて欲しい。 

 

（３） 東北における観光振興の取組について（資料５） 

（西宮臨時委員）クルーズ振興において、クルーズ船から観光バスへの乗り継ぎの際のバスの確保が困

難という問題が生じている。地域を跨いだバスの運用が困難なためである。 

（尾関局長）クルーズ船における足の確保の問題は認識している。各県と連携して体制作りを進め

ようとしている。 

（一力委員）①東北における訪日旅行者数等の目標において、各県の個別目標の積み上げであるの

か。②訪日客の効果を検証することが重要である。インバウンドの効果を検証し、効

果が見込めない事業は見直しが必要である。そのためにはきめ細かな調査が求められ

る。 

（事務局）①目標数値は東北全体の目標であり、各県に目標があるわけではない。②より細かな
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分析の必要性は認識しており、ICT 等を活用した効果測定を実施していきたい。また、

本年度、JNTO が今後の売り込み戦略作成のための調査を実施予定であり、東北も対

象地域であることから連携していきたいと考える。 

（尾関局長）①目標数値は、各県から交付金事業に基づく概ねの見込み数は示されており、参考と

している。②今後の戦略には、観光統計の充実、事業の効果の検証の２点が重要であ

り、現在進めている。 

（奥村委員）観光のためだけの交通機関ではなく、日常の地域公共交通の維持にもつながる交通の

導入が重要であると考える。訪日外国人は地震等の風評被害の影響を受けやすいこと

もあり、来訪者が多くなったから良かったというのではなく、どう来訪者を活用して

いくのか、と言った観点での検証が重要である。 

（尾関局長）「足の確保」には、①地元の人の「足」と、②来訪者の「足」があり、観光のみに拘

らず、どのように把握していくかが重要であると考える。 

（宇部会長）生産性向上のためには、ビッグデータや AI 等の技術革新を捉えることも重要であり、

現場のみならず経済全体を見直す必要性が言われている。 

（尾関局長）日本国内全体で人口減少は進んであるが、特に東北地方はその先進地域である。東北

において解決策が見出せれば日本全体を活かすことが可能である。 

（菅原代理）JRは中長距離の移動を支えているが、バス等の他の交通機関との連携が重要である。

仙台支社においては新幹線が８割を占めている現状であり、これをいかに活かしてい

くかが重要であると考える。労働力の減少については、「技術革新中長期ビジョン」

を策定し、取組を進めようとしている。成果については、明らかになり次第共有して

いきたいと考える。 

（尾関局長）北海道において、JR 北海道が半数以上の路線を維持できない状況であると表明してお

り、第２の北海道を生まず、持続可能な民鉄を実現することが重要である。 

（新妻臨時委員）訪日外国人誘致に関して、対象とする国や地域を絞ることが戦略的に重要ではないか。

現状で重点を置いている箇所はあるのか。仙台空港の民営化を踏まえると、LCC を活

用した東南アジア方面からのダイレクト便の誘致が考えられるのではないか。データ

からも春の桜と秋の紅葉が、集客力があることは明らかであり、さらに強化する必要

性を感じる。 

（事務局）近年、10 月の紅葉シーズンと 4 月の桜シーズンに注力しており、東北においては雪と

桜が同時に見られることが魅力になると考えている。冬については宮城・山形の蔵王

の樹氷と温泉、オーストラリアに対しニセコ、白馬に続こうと PRしている。また、

中国、韓国で冬季五輪が開催されウィンタースポーツに注目が集まることが想定され

ることから売り込みをかけようとしている。夏については、東北各地で祭があり重要

なコンテンツと考える。このように様々な季節を売る出し、季節の平準化を目指して

いる。韓国については震災以降、観光客が伸び悩んでいる状況であることから取り戻

しを図りたいと考える。タイ、台湾についても訪日客が順調に増加しており伸ばして

いきたい。このように東アジア地域が大きなターゲットになり得ると考える。 

（新妻臨時委員）高齢化が進行する中で、運転免許を返納しても通院等の日常生活に支障が無いことが

求められる。高齢者の交通事故が社会問題となっており対策が求められる。また、バ

スの確保について、登録した県内のみでしか運用できない状況と聞いており、対策を

願いたい。 

（事務局）高齢者の免許返納、安全対策および、その後の足の確保の問題は喫緊の課題と認識し

ている。免許返納者への地域公共交通への優待制度等は広がりつつある状況である。

バスの運用については制度としては整えており、周知を進めたい。 

（佐々木臨時委員）バス業界においても幹線道路は維持可能であるが、それ以外の横の線については撤退
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せざるを得ない状況は把握しており、その受け皿としてタクシー業界が期待されてい

る点は認識している。助成金制度等、自治体と協力しながら取り組みたいと考える。 

（須藤臨時委員）トラック業界においても特に長距離トラックにおいて人手不足が深刻である。賃金の

問題もあるが、震災からトラック輸送の重要性も明らかであり、その必要性をアピー

ルしていきたいと考える。 

 

 

（４）その他 

（事務局）事務局より追加事項はない。 

 
以上 
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第 20回東北地方交通審議会 議事要旨 

日 時：2017 年 3 月 17 日（金） 13:00～15:00 

場 所：仙台サンプラザホテル ３階 「クリスタルルーム」 

参加者：宇部会長、三浦委員、宮原委員、松木臨時委員（代理出席：菅原東日本旅客鉄道株式会

社仙台支社総務部企画室長）、澤田臨時委員、伊壺臨時委員、佐々木臨時委員、須藤臨

時委員、白幡臨時委員、平岡臨時委員、新妻臨時委員、小池臨時委員、竹内臨時委員（代

理出席：清野東北管区警察局総務監察・広域調整部広域調整第二課調査官）、三村臨時

委員（代理出席：土屋青森県企画政策部交通政策課主幹）、村井臨時委員（代理出席：

大山宮城県災害復興・企画部次長）、佐竹臨時委員（代理出席：相馬秋田県観光スポー

ツ部交通政策課地域交通対策監）、吉村臨時委員（代理出席：川端山形県企画振興部交

通政策課長）、奥山臨時委員（代理出席：鈴木仙台市都市整備局総合交通政策部部長）、

吉田臨時委員 

 

議題 

 （１）今後の交通施策の推進に向けた視点について 

 （２）東北運輸局における最近の主な取組について 

 （３）東北観光基本計画の取組状況について 

 （４）その他 

○4 つの議題について、それぞれ資料に基づき、事務局より説明 

 

○主な意見・質疑等 

（１） 今後の交通施策の推進に向けた視点について（資料１） 

（小池臨時委員）働き方について、現状を把握しつつ、改善すべき点は改善していかなければ、取組の

継続、優良な施策にはつながらないと考える。今後、政策推進にあたっては、労働条

件の改善・改善に向けた取組を推進していただきたい。トラック業界、バス業界は、

長時間労働、時間外労働の実態が顕著である。このことが人手不足に拍車をかけてい

るのが現状であり、社会問題でもあると認識している。 

（伊壺臨時委員）上記、バス協会として現実を重く受け止めている。人材不足等への対応策が見つから

ないのが現状である。地域の足を確保するという観点で、自治体、組合等と連携し、

バス事業者としての役割を明確化することが重要であると考える。バス路線の適正な

運行に向けて取り組んでいる状況であるが、あまり進んでいないのが現状である。 

（吉田臨時委員）定住自立圏構想のもと、自治体間で連携して路線バスの検討等を行うことは、予算、

運行経費等の問題もあり、実現が困難な状況である。連携する自治体によって、高齢

者やスクールバス等、形態も様々であると考える。 

（川端臨時委員）中山町の事例は、住民の移動ニーズを捉えて成立した取組事例であるが、今後も試行

錯誤を繰り返しながら、運行形態等を地域のニーズに合わせて決定していくよう、継

続して取組に対して支援していきたい。 

（本多臨時委員）福島県会津若松市の事例は、先進的な事例であり、同様に今後も支援していきたい。 

（宇部会長）会津若松市の事例の中で、キーマンとなり得るものがあれば説明していただきたい。 

（事務局）町内会の協議会の事務局長である。実証実験運行を経て、協議会を立ち上げ、運行に

つなげた経緯がある。 

（宇部会長）会津若松の事例は、地域住民主体での好事例として見させていただいたが、地域住民

との合意形成を図る手法はどのようなものであるか。 
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（事務局）地域住民が交通サービスに何を期待するのかということを捉える、把握することが重

要であると考える。地域としての要望をまとめ、吸い上げることが重要であると考え

る。 

（宇部会長）今回実施したアンケート調査の結果を今後、どのように活用するのか。各市町村に情

報共有という観点で、発信していただきたい。 

（事務局）結果については、HP 上で公開する予定である。フィードバックしていきたい。 

 

（２） 東北運輸局における最近の主な取組について（資料２～３） 

（菅原臨時委員）宮城県は全線復旧、岩手県については山田線の復旧に向けて、取り組んでいきたい。

気仙沼線においては BRT による復旧を行ったが、今後も地域交通事業として推進して

いきたいと考えている。 

（新妻臨時委員）青森県のインバウンド増加に対する施策を今後検討していきたいと考えている。団体

よりは個人（外国人）のニーズが多い傾向があるため、時刻表等を分かりやすくして

いきたいと考えている。 

（佐々木臨時委員）高齢者による重大事故が社会問題となっている現状を受け、免許返納者の公共交通（タ

クシー）利用に対する割引制度の導入を検討している状況である。現在普及が進んで

いる交通ICカード等をタクシーでも利用できるよう検討していきたいと考えている。 

（事務局）運輸局を始め支局を含め、関係機関で今後、さまざまな会議の場面で情報発信、共有

化を図っていきたいと考えている。 

 

（３） 東北観光基本計画の取組状況について（資料４） 

（三浦委員）韓国、台湾のトップと年２回程度会合を行っており、空港立地やアクセス道路等の改

善について情報共有を図っているため、今後も継続していきたいと考えている。 

（宮原委員）感覚的に東北の形が見えにくいという観点から、地理的な情報が分かるように提供し

ていくことが必要であると考える。資料４の P10 のモデルコースについて、東北を全

体的に「はしご型」で楽しむコースであっても良いのではないか。 

 

（４）その他 

（事務局）事務局より追加事項はない。 

 

 
以上 

 

 


